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令和元年第２回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第５号）

―――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

令和元年７月２４日

午前１０時 から

午後 ３時２０分まで

本会議場において

―――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 古手川正治

副 委 員 長 木付 親次

志村 学 井上 伸史

清田 哲也 今吉 次郎

阿部 長夫 太田 正美

衛藤 博昭 森 誠一

大友 栄二 井上 明夫

鴛海 豊 三浦 正臣

土居 昌弘 嶋 幸一

濱田 洋 元吉 俊博

末宗 秀雄 御手洗吉生

阿部 英仁 成迫 健児

浦野 英樹 高橋 肇

木田 昇 羽野 武男

二ノ宮健治 守永 信幸

藤田 正道 原田 孝司

小嶋 秀行 馬場 林

尾島 保彦 玉田 輝義

平岩 純子 吉村 哲彦

戸高 賢史 河野 成司

猿渡 久子 堤 栄三

荒金 信生 後藤慎太郎

―――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

なし

―――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

―――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

総務部参事監兼財政課長 佐藤 章

………………………………………………………

生活環境部長 宮迫 敏郎
生活環境部審議監兼 藤本 哲弘人権・同和対策課長

生活環境部防災局長 牧 敏弘

防災局防災危機管理監 福岡 弘毅
生活環境部参事監兼 梶原 浩循環社会推進課長
生活環境部参事監兼 安藤 公典生活環境企画課長
生活環境部参事監兼 御沓 稔弘うつくし作戦推進課長
生活環境部参事監兼 橋本 昌樹自然保護推進室長
生活環境部参事監兼 芦刈光日出環境保全課長
消費生活・男女共同参画プラザ所長兼 石松 久典
県民生活・男女共同参画課長

食品・生活衛生課長 樫山 浩士

防災対策企画課長 河野 雅弘

危機管理室長 佐藤 光義

消防保安室長 大城 公志

生活環境企画課総務企画監 髙木 政幸

………………………………………………………

警察本部長 石川 泰三

警務部長 山田 鎌司

生活安全部長 筒井 啓祐

刑事部長 工藤 秀幸

交通部長 木村 浩和

警備部長 原田 賢二

警務部参事官兼警務課長 甲斐 芳文

警務部参事監兼会計課長 田原 和幸

教養課長 後藤 久典
生活安全部参事官兼 芦刈 宗治生活安全企画課長

サイバー犯罪対策課長 江藤 正則

刑事部参事官兼刑事企画課長 矢野 哲幸

交通部参事官兼交通企画課長 幸野 俊行

交通規制課長 﨑尾 敬

運転免許課長 萩尾 伸司

警備第二課長 古長 祐二

会計課予算補佐 梶原 和弘

………………………………………………………

教育長 工藤 利明

教育次長 法華津敏郎

教育次長 楢崎 信浩
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教育次長 後藤 榮一
教育庁参事監兼 後藤みゆき特別支援教育課長
教育庁参事監兼 佐藤誠一郎教育財務課長

教育庁参事監兼福利課長 阿部 浩康

教育改革・企画課長 中村 崇志

教育人事課長 渡辺 登

学校安全・安心支援課長 簑田 祐二

義務教育課長 内海真理子

高校教育課長 久保田圭二

社会教育課長 石井 利治

人権・同和教育課長 永井 弘

文化課長 木下 敬一

体育保健課長 加藤 寛章

―――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第５２号議案から第５４号議案まで

―――――――――――――――――――――

７ 会議に付した事件の件名

① 生活環境部関係予算

② 警察本部関係予算

③ 教育委員会関係予算

④ 分科会の設置及び付託

―――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

おはようございます。古手川委員長

ただいまから本日の委員会を開きます。

この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより生活環境部関係予算の審査に入ります

が、説明は、主要な事業及び新規事業に限り、

簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

生活環境部関係

それでは、生活環境部関係予算古手川委員長

について執行部の説明を求めます。

予算の説明の前に、一言お宮迫生活環境部長

断りを申し上げます。

今年で４０回目になる大分県少年の船が、先

週２０日土曜日に約６００名の小学生とスタッ

フを乗せて別府国際観光港を出港し、本日２４

日夜までの４泊５日の研修に出ています。私も

２２日まで乗船していましたが、現在は私と交

代で望月生活環境部理事が乗船しています。ま

た、担当課長である森私学振興・青少年課長が

副団長として乗船中ですので、本日の委員会を

欠席しています。あらかじめ古手川委員長、木

付副委員長には御報告していますが、御了承願

います。

それでは、第５２号議案令和元年度大分県一

般会計補正予算（第１号）のうち、生活環境部

に関する予算について説明します。

お手元の令和元年度生活環境部予算概要の１

ページ、生活環境部補正予算の概要です。Ⅰの

予算のポイントですけれども、各施策の基本方

針を中心に説明します。

まず、安心分野１点目のおおいたうつくし作

戦の推進についてです。本県の豊かな地域資源、

天然自然の保護、利活用の促進に向けた取組を

推進し、うつくし作戦をさらに地域社会全体に

広げる活動を促進します。

２点目の安全・安心を実感できる暮らしの確

立についてです。これまで県内各地域で行って

きた食育活動に加え、昨年、盛況に終わった食

育推進全国大会で広がったネットワークも活用

して食育の取組を推進します。

その下の３点目の地域社会の再構築について

です。小規模集落の水源確保など、生活基盤の

向上に向けた取組を推進します。

その下、４点目の多様な県民活動の推進につ

いてです。地方創生の担い手であるＮＰＯの公

益活動の活性化の取組を推進します。

その下、５点目の災害に強い社会づくりと県

土の強靱化による防災力の強化についてです。

南海トラフ巨大地震など大規模災害に備え、よ

り実効性のある防災・減災対策を推進します。

最後に、男女が共に支える社会づくりの推進

についてです。女性の活躍推進及び男女が共に

働きやすい社会の実現を図るため、女性の就業

継続やキャリアアップを推進します。

次に３ページ、令和元年度生活環境部の予算

です。今回お願いしている生活環境部の７月補

正予算額は、表の左から２列目、予算額（Ａ）

欄の中段のとおり４億９，６２２万３千円で、

これに上段の既決予算額１１７億８，５５８万
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９千円を加えた総額は、下段の生活環境部の計

のとおり１２２億８，１８１万２千円です。こ

れを同じ行の右から３列目の３０年度当初予算

額（Ｂ）欄にある１１４億１，３０８万２千円

と比較すると、額にして８億６，８７３万円、

率にして７．６％の増となります。

続いて、７月補正予算に係る当部の個別事業

の概要について説明します。

２３ページ、おおいたうつくし作戦推進事業

費６８４万６千円の増額です。今回の増額の内

容については、事業概要欄の二つ目、おおいた

うつくし感謝祭委託料３７０万７千円と、三つ

目のうつくし作戦推進モデル事業に要する経費

３１３万９千円です。これは、県民の環境意識

の醸成などを目指すおおいたうつくし作戦を点

から面へ広げるため、モデル地域において複数

のうつくし推進隊や住民などが連携し、環境保

全活動に取り組むことができるよう支援するも

のです。

２９ページ、事業名欄の一番下、「山の日」

記念全国大会開催準備事業費１，１５０万１千

円です。山の恵みに感謝するとともに、美しく

豊かな自然を守り、次の世代に引き継ぐために、

令和２年度に本県で開催される第５回「山の

日」記念全国大会に向けた準備を行います。

次に３５ページ、事業名欄の一番下、ふるさ

と創生ＮＰＯ活動応援事業費６００万円の増額

です。今回の増額の内容については、事業概要

欄の三つ目、ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事業

費補助金３００万円と、四つ目のふるさとおお

いた応援基金への積立て３００万円です。これ

は、ＮＰＯによる公益活動の活性化を図るため、

ＮＰＯの中間支援団体であるおおいた共創基金

とともに、地域課題の解決に主体的に取り組む

ＮＰＯ活動を支援しようとするものです。

続いて３９ページ、事業名欄の二つ目、女性

の活躍推進事業費２１４万２千円の増額です。

今回の増額の内容については、事業概要欄の一

番下ですけれども、女性が活躍できる社会の実

現を図るため、民間企業などでの人事担当者や

管理職を目指す女性職員向けのセミナーを開催

し、働く女性のキャリア形成を支援しようとす

るものです。

次に５４ページ、事業名欄の二つ目、おおい

たの食育ステップアップ事業費１８２万３千円

の増額です。今回の増額の内容については、事

業概要欄の四つ目の共食の場の支援に要する経

費です。これは、バランスの取れた食事を子ど

も食堂で提供できるよう、直売所などと子ども

食堂の間で生鮮食品などの提供を受ける仕組み

を県内各地域でモデル的に構築するものです。

あわせて、子ども食堂利用者やスタッフが共同

で調理や食事を行うことで食育の取組を進めま

す。

次に６５ページ、事業名欄の一番下、小規模

給水施設水源確保等支援事業費７，４４５万２

千円です。公営水道の整備が困難な小規模集落

などの水問題を解決するため、小規模給水施設

の現状を網羅的に捕捉し、中・長期の整備計画

を策定するなど、積極的に水源確保等に取り組

む市町に対して助成します。

７５ページ、事業名欄の二つ目、災害時海岸

漂着物処理事業費１，５００万円です。これは、

今回、大規模災害発生時に機動的に対応するた

め計上された災害パッケージ関連事業となりま

す。台風や豪雨などによる大規模災害で被害を

受けた県管理海岸等の早期復旧を図るため、滞

留した草木などの漂流・漂着物を回収、処分す

るためのものです。

次に８３ページ、事業名欄の一番下、大分県

災害被災者住宅再建支援事業費３億円の増額で

す。こちらも災害パッケージ関連事業となりま

す。台風や豪雨などの大規模災害により被害を

受けた被災者の早期生活再建を図るため、国の

支援制度の対象とならない住家の浸水被害など

に対し、住宅再建支援金を支給するものです。

次に８７ページ、一番下の地震・津波等防災

・減災対策推進事業費５千万円の増額です。補

正予算の内容としては、事業概要欄のマル特で

すが、避難行動要支援者や孤立可能性集落にお

ける確実な情報収集と伝達手段の整備のため、

通信設備の整備などを行う市町村に対して助成

します。

次に８８ページ、一番上の防災意識向上疑似
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体験啓発事業費１，９１２万８千円です。県民

の防災意識の向上を図るため、被災状況を疑似

体験できる地震体験車や防災啓発映像を活用し、

自主防災組織の防災訓練など地域での防災教育

を強化します。

同じページの二つ下、南海トラフ地震防災対

策推進事業費９３３万１千円です。南海トラフ

地震発生に伴う被害を軽減するために国が本年

３月に公表した防災対応検討ガイドラインを踏

まえ、県の計画の見直しを行うため、津波によ

る３０センチメートル以上の浸水が３０分以内

に生じる地域の調査などを行うものです。

説明は以上です。御審議のほど、よろしくお

願いします。

以上で説明が終わりました。古手川委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さま

に申し上げます。

答弁は、挙手をし、私から指名を受けた後、

自席で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に

答弁をお願いします。

事前通告者が５名います。それでは、順次指

名していきます。

まず８３ページ、大分県災害被災者住堤委員

宅再建支援事業費です。県制度そのものは変わ

っていないと思いますけれども、全国知事会を

通じて制度の拡充等を求めていますが、半壊と

か店舗併用住宅等への国の対応状況は今のとこ

ろどうなのか。また、本予算では被災者生活再

建支援基金に拠出するとなっていますが、これ

は制度拡充の話と一体のものかというところを

お伺いします。

次に８８ページ、南海トラフ地震防災対策推

進事業費です。国の防災対策検討ガイドライン

を踏まえた計画の見直しで、さっき部長から津

波が３０センチ、浸水が３０分以内というお話

がありました。県方針・計画策定に必要な資料

作成とあるけれども、大分県の地域防災計画で

は、もう少し具体的にどう反映されるのか伺い

ます。

最後に７９ページ、同和対策推進事業費の関

係です。内容を見ると生活相談事業等３事業で

委託額どおりの支出がされています。事業の具

体的な内容は各年度によって違って、各事業の

支出額はそれぞれ年度によって違うんだけれど

も、合計は全日本同和会に２０５万２千円、部

落解放同盟では２０１３年度から毎年３事業と

全く同じ支出額で、合計は６１５万６千円とな

っています。県民の税金が使われている以上、

事業の内容や旅費等の行き先が違っているにも

かかわらず合計だけは同じという状況はどう考

えても不自然ですね。これは毎回聞いていて、

そのたびに問題ないと答弁されているけれども、

この問題について再度どう考えているか、説明

を求めます。

大分県災害被災者住宅河野防災対策企画課長

再建支援事業についてお答えします。

まず１点目の被災者生活再建支援制度、国の

制度で、この見直しについて全国知事会を通じ

て拡充を求めているが、国の対応状況はどうか

という質問についてです。

被災者生活再建支援制度については、近年の

大規模災害を経験する中で、全国の都道府県で

様々な課題が報告されたことから、平成３０年

度に全国知事会がワーキンググループを設置し

て課題の整理を行い、制度の充実を図るよう国

に対して提言を行っています。これを踏まえて、

全国知事会の危機管理・防災特別委員会の委員

長県である三重県と内閣府等で構成する実務者

会議で現在協議を行っており、１回目が６月２

８日、以後、毎月１回程度の開催を予定してい

ます。

続いて、２点目の被災者生活再建支援基金へ

の拠出は制度拡充と一体かという質問です。

近年、全国で大規模な災害が相次いで発生し

たことから同基金が枯渇することが心配され、

平成３０年１１月開催の全国知事会において基

金への資金の拠出に係る決議を行っています。

今回の基金拠出については、この決議に基づく

ものであり、国の制度拡充を前提としたもので

はありません。

最後に、南海トラフ地震防災対策推進事業に

ついて、県地域防災計画が具体的にどのように

変更されるのかという質問についてです。

国は、本年３月末に半割れなどの南海トラフ
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地震の発生の可能性が高まったと評価され、南

海トラフ地震臨時情報が発令された場合に、自

治体等がとるべき防災対応のガイドラインを公

表しています。国は、このガイドラインに基づ

き、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法に基づく基本計画の修正を

本年５月３１日付けで行っています。県では、

国のガイドラインや基本計画、津波の影響が大

きい沿岸市町村の意見を参考にしながら、事前

避難する対象地域や対象者等を盛り込んだ県地

域防災計画内の南海トラフ地震防災対策推進計

画の修正案を今年度中に策定予定としています。

同和対策推藤本審議監兼人権・同和対策課長

進事業費についてお答えします。

この事業では、県の責務である部落差別解消

のために、関係地域に精通している団体に三つ

の事業を委託しています。一つは、地域住民に

対する生活や教育、福祉などの相談に関するこ

と、二つ目は、地域住民の自立意識の向上や啓

発活動に資する研修会などを開催すること、三

つ目は、これら生活相談や自主活動の基盤づく

りとしての担い手の養成を行うことの三つです。

それぞれの事業において、報酬や旅費など必要

な額を計上して委託しており、事業執行のため

に必要かつ適正な金額であると認識しています。

委託先の団体からは、毎年増額の要望がある

中で、予算の範囲内で相談活動や研修会の実施

などをしていただき、結果として委託の合計額

はここ数年間同額となっています。県としては、

事業開始段階から適宜、相談活動や研修事業等

の進捗状況を聞き取り、対応人員や実施回数な

ど活動実績の経費の根拠を明確にするなど、適

正な事業実施がなされるよう管理監督を行って

おり、各事業の実績額は適正です。今後も、部

落差別解消に向けて、より効果的な委託事業が

実施されるよう努めていきます。

さきほど言われた三重県と内閣府が毎堤委員

月協議している中身について、具体的にどうい

う議論をされているのか。半壊の議論が入って

いるのか、大規模災害、全壊の金額を少し上乗

せするのかどうか、議論の中身が分かれば教え

てください。

それと、計画の修正案を３月末までに決定す

ると。その公表は大体いつ頃の時期を検討され

ているかということが二つ目ね。

あと、人権の関係では、ここ数年全く同じ金

額ですね。私も領収書とか、実績報告書を見ま

した。見たけれども、最終的には全部一緒なん

です。毎年金額もね。ただ、行く場所も研修の

回数もそれぞれの年度で全然違うんですよ。最

後の金額だけがぴたっと合う、これは誰が考え

ても不自然なんよね。監査が何でこういうとこ

ろをチェックせんのかよく分からないんだけれ

ども、そういう点では非常に不自然なところが

ある。適正と言うけれども、その適正であると

いう根拠、どういうところに基づいて適正と判

断しているか、その根拠を教えてください。

６月２８日に行われた河野防災対策企画課長

第１回実務者会議の内容についてですけれども、

議題としては、全国知事会からの提言、これは

支給対象の半壊までの拡大を求めるとか、ある

いは被害が生じたときに市町村によって不平等

感が生じないようにといった提言をしています

けれども、この提言の内容、被災者生活再建支

援制度の概要、経緯についてが議題になってい

ると聞いています。なお、それから先の詳細に

ついては把握していません。

それから、地域防災計画の変更の公表の時期

についてですけれども、今年度末までに南海ト

ラフ地震防災対策推進計画の修正案を作成した

いと考えており、地域防災計画については、県

の防災会議に諮る必要があるので、公表につい

ては、来年６月頃に開催される防災会議で承認

を得た後に公表と考えています。

参加する研藤本審議監兼人権・同和対策課長

修の回数、そして参加人数、要した資料代、講

師の謝金など、提出される実績報告の内訳は毎

年異なっています。そして合計については、さ

きほども申し上げましたけれども、予算の範囲

内で相談活動、研修会の実施をしていただいて

いることから合計額としては同額になったもの

で、その根拠については、提出書類をチェック

して確認しています。

私からは３点お伺いします。土居委員
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まず概要の３１ページ、観光施設維持管理調

査事業費です。今エコパークに認められた祖母

山９合目の山小屋のバイオトイレが使えない状

態になっていると伺っています。このバイオト

イレ、確か県が設置したんではないかなと思っ

ているんですけれども、違っていたら申し訳あ

りません。この対応をお伺いします。

概要の４５ページ、青少年自立支援対策推進

事業費で、ひきこもりサポーター養成について

ですが、どういうことを学んでいただいて、ど

ういう活動をしてもらおうと考えているのかお

伺いします。

最後に、概要の４５ページ、青少年健全育成

対策事業費です。再犯防止推進経費について、

県は再犯防止推進計画を策定し、各地に更生保

護サポートセンターを設置しています。これは

本当にありがたいことで、保護司の皆さんも大

変助かっているというお話を聞いていますが、

このサポートセンターの状況を調べてみると、

市の施設に入っているサポートセンターと県の

施設に入っているサポートセンターがそれぞれ

ばらばらで、市に入っているサポートセンター

に関しては、その部屋代や、例えば光熱費やコ

ピー代も、総務課がサポートセンターの皆さん、

どうぞ使ってくださいと言って使わせてくれる

という環境にあります。一方で、県の施設に入

っているところは、部屋代は１０分の８の減免

は受けているが、そのほかで結構費用がかかっ

ているという状況があります。計画では、この

サポートセンターを設置する意味を保護司の処

遇活動の支援に資するためとされていますが、

私は、市がそこまでやってくれているので県は

当然やるべきだと思うんですが、その辺の考え

はどのようになっているのか、お伺いしたいと

思います。市はそういう取組をしているので、

県もそういう取組をするべきだと思っています

ので、お伺いします。

祖母山９合目のバイオ橋本自然保護推進室長

トイレについてお答えします。

当バイオトイレは、平成３０年４月に設置者

である豊後大野市が既存のトイレを改修整備し

管理しているものですが、今年のゴールデンウ

イークの５月３日に５年ぶりに開催された祖母

山山頂祭に約１千名が参加したことで、１日当

たり３０名となっているトイレの処理能力を大

きく超えてしまったこと、オーバーユースが不

具合の原因ではないかと聞いています。７月５

日から豊後大野市のホームページにバイオトイ

レの使用休止を掲載し、ユネスコエコパークの

ホームページやフェイスブック等でもお知らせ

しています。

市に状況を確認したところ、フィルターが目

詰まりをしており、内容物を全て取り出してフ

ィルター清掃が終了するまでは使用できない状

態となっているため、復旧にはもうしばらく時

間がかかるとのことです。

山のトイレは緊急避難用という御理解をいた

だきながら、登山者の皆さんが快適に利用でき

るよう維持していくため、登山者に対して、登

山前にトイレを済ませることや、携帯トイレを

持参するよう周知を図っていきます。竹田市神

原の登山口と５合目に県が設置しているトイレ

があります。また、宮崎県の高千穂町側の登山

口にもトイレがあるので、ユネスコエコパーク

を構成する２県６市町で情報を共有しながら、

登山前にトイレを済ませることについてしっか

り周知していきたいと考えています。

森私学振興・青少年課安藤生活環境企画課長

長がただいま少年の船に乗船しているので、私

から、ひきこもりサポーターと再犯防止の更生

保護サポートセンターについて説明します。

まず、ひきこもりサポーターについてです。

ひきこもりサポーターの役割としては、当事者

や家族に寄り添い、共感的に理解し相談窓口へ

誘導すること、窓口につながった後、地域で温

かく見守りをしていくことなどが考えられてい

ます。そのため、当事者が一歩を踏み出す際の

力になりたいといった熱意がある方、それから

具体的には、社会福祉協議会やＮＰＯ法人等の

民間機関・団体の職員、民生委員・児童委員等、

さらには、元ひきこもり当事者やひきこもり者

の家族の方などにも広く協力をお願いしたいと

考えています。

役割をお願いするために必要なことを学んで
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いただけるように、サポーター養成研修では、

例えばひきこもりの概要や支援方法、支援を行

う上での留意点など、ひきこもりに関する基本

的な知識を扱う予定にしています。そして県で

は、研修修了者を対象に名簿に登録し、ひきこ

もりサポーター派遣事業を行うため、市町村か

ら依頼があれば名簿を提供することとしていま

す。

なお、具体的な活動については、家庭への訪

問や情報提供、相談機関への同行、それから市

町村が整備するひきこもり支援拠点、これは居

場所や相談窓口を想定していますけれども、そ

うしたところから協力依頼があった場合の同行、

立会い、それから当該支援拠点の運営の手伝い

等を想定しているところです。

続いて、更生保護サポートセンターについて

です。更生保護サポートセンターは、保護司や

保護司会が地域で更生保護活動を行うための拠

点として国が設置を促進しているもので、多く

は市町村や公的機関の施設の一部を借用し開設

しているところです。大分県では、現在二つの

施設を貸与し活動拠点を提供しており、その建

物の貸付料については、県の規定に基づき最大

限の減免措置をしているところです。平成３０

年度に策定した県の再犯防止推進計画に基づき、

国の関係機関や民間団体と連携して再犯防止に

取り組むこととしており、保護司会とも今後ど

ういった協力ができるか、考えていきたいと思

っています。

バイオトイレは、豊後大野市が設置土居委員

したということで、申し訳ありませんでした。

ですが、エコパークに関係しますので、引き続

き対応、協力のほど、よろしくお願いします。

次に、ひきこもりサポーターなんですけれど

も、定期的に引きこもっている家庭を訪問して、

ひきこもりの方を受診につなげるというのはと

ても大事なことなので、そこをサポーターだけ

ではなくて、そのほかの皆さんと連携を取って

解決に持っていき受診につなげてほしいと思っ

ていますので、よろしくお願いします。

それから、更生保護サポートセンターです。

引き続き、何の協力ができるのか、何の支援が

できるのか協議していただいて、保護司の皆さ

んが積極的な活動ができるように支えていただ

ければなと思っています。よろしくお願いしま

す。

予算概要の８７ページ、地震・津波高橋委員

等防災・減災対策推進事業費です。２０１１年

３月の東日本大震災以来、県内でも各地で地震、

津波に対する防災・減災の取組が進められてい

ます。私の地元である臼杵市も海が近いため、

南海トラフ地震があれば地震、津波によって大

きな災害が引き起こされるということで、毎年

大がかりな避難訓練を行っています。ただ、７

年、８年とたつにつれて住民の意識も少しずつ

薄れてきていますし、最近では地震、津波だけ

ではなくて、台風、土砂災害、洪水等あらゆる

自然災害も非常に大きくなっています。そうい

う意味でも、こういう推進事業費は大事になっ

てくると思うんですけれども、現在、県内の自

主防災組織や地域住民が主体となって行う避難

訓練等を行っているところはいくつあるのか。

もう一つ、通信設備と避難路の整備というこ

とですが、それを今現在取り組んでいる又は取

り組む予定にしている市町村がどれくらいある

のか教えてください。

もう１点は、８８ページの防災意識向上疑似

体験啓発事業費です。地震体験車「ユレルンダ

ー」がありますが、私のいた小学校にも来て、

子どもたちが震度７の疑似体験をしました。現

在その地震体験車「ユレルンダー」がどの程度

活用されているのかということと、それにおけ

る課題等はないのか、あるとすればどういうも

のがあるのか教えてください。

地震・津波等防災・減河野防災対策企画課長

災対策推進事業についてお答えします。

まず、１点目の自主防災組織あるいは地域住

民が主体となって避難訓練等を行っているとこ

ろがいくつあるかという質問についてです。県

では、自治会や自主防災組織３，８３４組織の

うち、３０人以上を有する３，４７３組織につ

いて訓練の実施状況を市町村と共に把握してい

るところです。平成３０年度の実績は２，７５

４組織が訓練を行い、実施率は７９．３％でし
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た。

それから、２点目の通信設備と避難路の整備

を行っている又は予定の市町村の数ですけれど

も、本事業では、避難行動要支援者に対する戸

別受信機の整備や、孤立する可能性がある集落

に対する衛星携帯電話の整備を対象としており、

七つの市町で事業を実施する予定です。また、

避難路等の整備については、避難路の手すりや

段差を解消するためのスロープの設置などを対

象としており、八つの市町で事業を行う予定と

しています。

続いて、防災意識向上疑似体験啓発事業につ

いて説明します。

地震体験車、通称「ユレルンダー」と言いま

すが、この地震体験車については、平成２６年

１２月から運用を開始しており、独自に地震体

験車を所有している大分市を除き、小学校や自

主防災組織等や各市町村等のイベントで活用さ

れています。これまでの実績ですが、平成２６

年１２月から３０年度までの４年４か月で実施

回数６５３回、体験人数は４万９，３９６名と

なっており、年間当たりの平均は実施回数、約

１５０回、体験人数は約１万名を超えている状

況です。なお、平成３０年度は実施回数１２３

回、体験人数は９，５０５名となっています。

課題ですけれども、より効果のある疑似体験

ができる取組が必要であり、今年度ＶＲ技術を

活用した映像を制作したいと考えています。

県内の至る所でそういう防災活動を高橋委員

されていると思いますが、残念ながら、私の地

域だけかもしれませんけれども、だんだんと当

初よりは意識が薄れてきている現状があるかな

と思っています。最近の台風、洪水等に対して

も、避難勧告とか避難指示が出てもなかなか住

民が動かないという現状があります。意識を高

めるためには、疑似体験が非常に大切だと思う

んですが、さきほどの地震体験車、今、県では

１台しか持っていないと思うんですけれども、

これをもう１台ぐらい増やせるともっと稼働率

がよくなるんではないかなと思っています。な

かなか特殊車両ということで金額も張るとは思

うんですが、そういう計画等がないのかどうか

ということ。

それから、地震・津波等とありますが、これ

には地震、津波以外の台風、洪水、それから土

砂災害等々、そういうのも全部含まれているの

かどうかお尋ねします。

地震体験車を２台に増河野防災対策企画課長

やすかどうかですが、現在１台で各市町村消防

本部等に出向き、運用計画を調整しているとこ

ろです。最大限利用できるように調整しながら

１台で回しており、今のところ２台目を購入す

るという計画はありません。

それから、地震体験車については、あくまで

地震だけの体験となっています。震度２から震

度７までの規模の地震を体験することができ、

阪神・淡路大震災や東日本大震災規模の地震を

体験できるようになっており、地震に特化した

疑似体験になっています。

やはり被災体験をした人は避難が早高橋委員

い、それがない人は、いわゆる正常性バイアス

ということで避難が非常に遅れる。そういう意

味からすれば、なるべくたくさんの方に疑似体

験をしていただくことが大事だと思いますので、

主体は市町村になるとは思うんですけれども、

県でも今後の自然災害に対する取組として、そ

ういう補助、支援をよろしくお願いします。

それでは、私からは予算概要の３９浦野委員

ページ、女性の活躍推進事業費、女性活躍のた

めの人材育成セミナーについて質問します。

このようなセミナーなんですけれども、例え

ば国の労働局雇用均等室や民間団体、民間企業

も同じような趣旨のセミナーを開催していると

思うんですけれども、県の事業としてどのよう

な特色を出していきたいと考えているか教えて

ください。また、集客に向けてどのような広報、

宣伝の体制を考えているのかについても教えて

ください。

女性活躍の石松県民生活・男女共同参画課長

ための人材育成セミナーについてお答えします。

今、委員がおっしゃったように、国や民間団

体でも女性活躍のセミナーを開催しており、本

県でも女性活躍を積極的に推進してきましたが、

女性の登用、キャリアアップ、継続就業にはま



- 119 -

予算特別委員会会議記録 第５号

だまだ課題があると思っています。

そこで、どういった点で特色を出していくか

という点ですが、県では、昨年度から働く女性

のキャリア形成支援のために、企業や事業所に

キャリアコンサルタントを派遣しています。こ

のキャリアコンサルタントが各企業、事業所を

回り、２点御意見をいただいてきました。一つ

は、中間管理職の方々が女性部下の育成に悩ん

でいるということ。もう１点は、女性に責任の

あるような重たい仕事は両立するのにかわいそ

うではないかという上司の思い込みがあるとい

うことでした。

この御意見から新たな組立てを考えました。

一つは、女性を育成、登用する立場、人事担当

者や管理職の方々を対象とした、部下をどのよ

うに育成していくかというセミナーをやってい

きたいと考えています。それからもう１点は、

管理職を明確に目指していくという方に対象を

絞り、そういった方にリーダー養成セミナーを

新たにやっていこうと考えています。あわせて、

現在、県では、今年度もそういったセミナーの

参加企業にキャリアコンサルタントを派遣して、

女性従業員、管理職双方への個別相談を実施す

ることにより、企業の人材育成、登用を後押し

します。このように、セミナーと相談機能を両

輪で進めていくことで特色を出していきたいと

思っています。

それから、２点目の広報、宣伝についてです。

このセミナーの実施にあたっては、企画提案コ

ンペにより効果的に募集して、セミナーの構成

や実施方法に優れた企画力を持つ業者を選びた

いと考えており、これで集客拡大を図っていき

たいと考えています。

それからもう１点、本県では、経済団体と連

携して女性が輝くおおいた推進会議を展開して

おり、ここを通じて県内企業、事業者に働きか

けるとともに、女性活躍推進宣言を県内でして

いただいている企業、事業者にも積極的に働き

かけていきたいと思っています。

県の特色として、個別相談との連携浦野委員

ということですが、これは本当に大事なことだ

と思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。

あと、広報の在り方なんですけれども、例え

ば、いわゆる事業主や企業の担当者向けのセミ

ナーと、これから管理職を目指していこうとい

う女性向けセミナーの広報の在り方については、

ちょっと意識をして変えた方がいいんじゃない

かなと思うんですけれども、その辺りはどのよ

うにお考えでしょうか。

部下育成セ石松県民生活・男女共同参画課長

ミナーは、正に企業、事業者向けということで、

特に女性管理職を目指すという場合は広くとい

う点が求められると思っていますので、企画コ

ンペの結果、それをさらに県のホームページや

フェイスブックで県内に広く広報していきたい

と思っています。

分かりました。やっぱりアピールの浦野委員

仕方は変えた方がいいと思いますし、単に集客

だけではなくて、女性の活躍や登用とか、挑戦

しようという女性のモチベーションを上げるよ

うな広報の在り方を検討していただければと思

います。

あと、さっきは個別相談との連携という話を

しましたが、私も社会保険労務士として相談を

受けているんですけれども、基本的な知識が理

解できていない、法改正をしているのにそれを

知らなかったということもありますので、その

辺りのフォローもお願いします。

３点あるんですが、まず一つが、予守永委員

算概要５４ページのおおいたの食育ステップア

ップ事業費についてです。ここに共食の場の拡

大事業委託料ということで６０万円、共食の場

の支援に要する経費として１８２万３千円が組

まれているんですけれども、この共食の場って

いう言葉を私自身は初めて聞く気がするんです

けれども、よく使われる言葉なのか教えてくだ

さい。また、この共食の場っていうものがどの

ような場を意味する言葉なのか。この事業では

子ども食堂への支援とも考えられますし、その

ような説明もさきほどありましたが、食育の推

進とどのように重ねて取り組まれていくのか教

えてください。

次に、予算概要の８８ページの防災意識向上



- 120 -

予算特別委員会会議記録 第５号

疑似体験啓発事業費についてです。さきほど高

橋委員からも質問があったんですが、バーチャ

ルリアリティー技術や地震体験車を活用した啓

発事業ということで、利用状況等については高

橋委員の質疑と答弁で分かりました。結構多く

の方が利用されている状況ですけれども、この

利用実態として、これからの南海トラフ地震を

想定して重視するのであれば、海岸地帯を中心

にもっと多くの方々に、こんな強い地震がある

んだっていうのを知ってもらう。特に東北のよ

うに、津波、地震の多発地帯であれば、経験者

がいて、こんなに揺れたときには津波が来ると

いうことを感じ取って、すぐ逃げるっていう行

動に移すと思うんですよね。ただ、大分の場合

は津波そのものの経験がそう多くないですから、

どのくらいの揺れが来たときにすぐ逃げなきゃ

ならないんだ、津波が来たときにこういうサイ

レンが鳴るんだっていうところまで、疑似体験

してもらうことが必要ではないかと思います。

バーチャルリアリティー技術がどの程度を想定

しているか分かりませんけれども、地震の揺れ

の体験、そしてそれを境にどういうサイレンが

鳴るのか、そういったことも含めて実体験が必

要だと思いますが、どのように考えているのか

お聞かせください。

もう１点が、予算概要５７ページのおおいた

動物愛護センター運営費についてです。この事

業については補正を組んでいませんけれども、

ちょっと気がかりなことが一つあるんでお尋ね

します。猫に万一かまれたときにどのように対

処すべきかを愛護センターで説明しているかど

うか、その状況をお伺いします。

おおいたの食育ステ樫山食品・生活衛生課長

ップアップ事業費について説明します。

まず、共食の場、共食とはということですが、

共食とは、家族、友人、職場や地域の仲間など

と一緒に食事をすることであり、食育の分野で

は、一人で食事をする孤食、孤独の「孤」と書

いて「こしょく」と読みますが、その孤食と対

比して近年使われ始めた言葉です。食育基本法

に基づき作成された食育推進基本計画や食育白

書では、しばしば使われている言葉です。

あと、家族と共に食事することが食育の原点

で、本来、家庭が基本的な共食の場になるんで

すが、今般、核家族や共稼ぎなどの増加で家族

みんなで食卓を囲むことがなかなか難しくなっ

てきています。そのような状況の中、子ども食

堂や高齢者サロンなどが、新たな共食の場とさ

れてきています。昨年度、本県で６月に開催し

た食育全国大会においても共食の場としてロン

グテーブルを開催して、大変好評をいただきま

した。したがって、今年度も共食を食育の新た

な柱として取り組んでいくつもりです。

また、食育の推進をどのように取り組んでい

くのかという質問ですが、共食の場の支援に要

する経費は、直売所や青果市場で発生した余剰

の生鮮食品、野菜、果物などを子ども食堂に供

給できるシステムを構築するとともに、子ども

食堂利用者に農業体験や調理体験など食育を行

うものです。子ども食堂では、現在でもフード

バンクを通じ、日持ちのする加工食品について

は支給されていると聞いていますが、生鮮食品

が不足しているために取り組むものです。バラ

ンスのよい食事を提供することができると考え

ています。当面、大分市とその周辺の五つの市

をモデルエリアに設定して、試験的に取組を行

う予定です。この事業を実施することで、食品

ロスの削減にも期待できるのではないかと思っ

ています。骨格予算では、各地域で食育に取り

組む団体が開催する食育の取組を支援すること

としています。そのほか、食育人材バンク登録

者の活用促進、郷土料理の継承などに取り組む

こととしており、大分県食育推進計画に基づき

食育を総合的に推進していきます。

また、３点目の御質問のおおいた動物愛護セ

ンター運営費も当課の所管ですので、続けて答

弁します。

動物愛護センターでは、猫の飼い主や譲渡希

望者に対して、口移しで餌を与えるなど、そう

いった過剰なスキンシップや、引っかかれたり

することによって感染する病気について飼い主

の方に説明して、動物との適正な関わり方につ

いて啓発をしているところです。猫からかまれ

たり、引っかかれたりしたときに感染する可能
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性がある病気としては、猫ひっかき病、冗談の

ような名前ですが、本当に猫ひっかき病という

のがあります。あと、パスツレラ症というのも

ありますが、両方とも引っかかれた所が細菌感

染して非常に腫れたり、所属リンパ節が非常に

腫れたりする病気です。

猫の牙、上２本、下２本ありまして、猫でも

やっぱり犬歯って言うんですが、非常に鋭いで

す。猫にかまれた場合は、傷口は小さいんです

けれども、非常に深くてなかなか治りにくい場

合も考えられます。猫の口の中にいる菌で感染

症が発生する可能性もあるので、まず傷口をよ

く洗浄、消毒し、早めに医療機関を受診するよ

うにお勧めしているところです。

防災意識向上疑似体験河野防災対策企画課長

啓発事業費についてお答えします。特に津波に

対する意識啓発ということで、当面、海岸地帯

に重点を置くべきではないかという質問につい

てです。

沿岸部における地震、津波の意識啓発につい

ては、大変重要です。一方で、県内には中央構

造線断層帯などの活断層もあることから、内陸

部においても地震体験車を活用し、県内一円で

防災意識の向上を図る必要があると考えていま

す。なお、今年度は、喫緊の課題である南海ト

ラフ地震対策を念頭に置いた地震・津波コンテ

ンツと、近年の災害を踏まえた土砂災害コンテ

ンツの二つのＶＲ技術を使ったコンテンツにつ

いて映像制作をしていきたいと考えています。

守永委員の質問については以上ですが、さき

ほど高橋委員から、地震・津波等防災・減災対

策推進事業費について質問がありました。その

中で、この地震・津波等の「等」の中に風水害

が含まれるのかという質問について、回答して

いませんでした。大変申し訳ございませんでし

た。この「等」については、風水害も含まれて

います。

さきほど守永委員から、津波が起牧防災局長

きたときに住民がどのタイミングで避難すれば

いいのか、サイレンの吹鳴についてはどうなの

かという御質問がありました。

まず、避難についてですけれども、地震が起

きて津波の発生が予測されると、気象庁から津

波警報、大津波警報が発せられます。その警報

が発令されたときに、各市町村では防災行政無

線を使い避難の呼びかけをします。それとあわ

せて、サイレンの吹鳴も行います。県としては、

こういった防災行政無線だけではなくて、携帯

電話会社が行うエリアメールや県民安全・安心

メール、あるいは４月から運用開始したおおい

た防災アプリ、こういったものを使って広く県

民に津波から避難をするようにという呼びかけ

を行います。

また、サイレンの吹鳴については、年に２回、

県民防災アクションデーを設けており、つい先

日も６月３日に、梅雨時期前の出水期というこ

とで、サイレンの吹鳴を行っています。加えて、

１１月５日に津波の日というものがあり、本県

では大体１１月１日前後に津波に係るサイレン

吹鳴を行います。これは、１分間サイレンを鳴

らして５秒程度休止し、また１分間鳴らすとい

うのを３回繰り返します。これが津波のサイレ

ンです。１１月１日前後に各市町村の防災行政

無線を使ってサイレン吹鳴しますので、皆さん

もお聞きになっていただきたいと思います。

おおいたの食育ステップアップ事業守永委員

に関しては、内容もよく分かりました。ぜひ食

育も含めて県民の皆さんに理解が深まるように

取り組んでいただきたいと思います。

防災意識向上疑似体験啓発事業については、

さきほどの説明もあわせて内容がよく分かりま

した。特にそういった研修の場で、こういうサ

イレンが鳴る、アプリへの登録といった呼びか

けもされると思いますけれども、県民の皆さん

がすぐにこれだって分かるような意識付けに積

極的に取り組んでいただければと思います。

あと、動物愛護センターの運営の中で、猫に

かまれたとき、引っかかれたときの対応につい

ても徹底していただいているということなんで

すけれども、実は私、６月に猫にかまれて、そ

の日の朝は、ばんそうこうだけ張って日中は挨

拶回りをしていたんです。夕方、熱が出てきた

んで病院に行ったら、あんた６時間以内に来な

悪いでと医者に怒られまして。６時間以内とい



- 122 -

予算特別委員会会議記録 第５号

うことまでは知らなかったもんですから、愛護

センターでそういった指導をされているんかな

と気になって質問しました。

以上で事前通告者の質疑を終了古手川委員長

しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

樫山課長、楽しい答弁をありがとう玉田委員

ございました。今のおおいたの食育ステップア

ップ事業費について意見を含めてお尋ねします

が、昨日、農林水産部の審査でのやり取りで、

乾しいたけの消費量の話がありました。この１

０年間で家庭の消費量が４５％減ということで、

今後３年間でそれを１．１倍ぐらいに引き上げ

ていきたいという話があったんですけれども、

今、農林水産部ではマーケットインの農産物の

生産を進めていますけれども、例えば大分の伝

統の食材については、マーケットインとはちょ

っと領域が違うところもあるのかなという気が

しているんですね。

例えば、乾しいたけを戻して使うという大分

の伝統的な使い方が、これから先はどんどん少

なくなっていくんじゃないかと思っています。

それから本屋に行くと、大分の郷土料理という

形ですごく立派に装丁された本が出ていますが、

そういうのもこれからどうなっていくんだろう

かと。若い人から、そういうことはどうでもい

いじゃないと言われれば、もうそこまでの話な

んですけれども。このステップアップ事業の食

育人材バンクの中で研修が行われていますが、

大分県の農水産物の流通の課題を穴埋めするた

めにこうやって食育を進めていこうとか、伝統

的な郷土料理についてはこうだとか、最近は地

産地消という視点に随分と重点を置いていると

は思いますけれども、そういう課題に向き合っ

た食育の研修にしているのかどうかお答えくだ

さい。

おおいた食育ステッ樫山食品・生活衛生課長

プアップ事業の質問ですが、おおいた食育人材

バンクの中でも地元の食材を使った事業を行っ

たり、去年も、６次産業化補助事業で各地域の

特色ある食材をいかした簡単に調理できるメニ

ューを６品開発して、先日、知事にも御試食い

ただいたところです。ただ、委員御指摘の流通

の問題、なかなか消費が上がらない乾しいたけ

との連携については、正直今のところできてい

ないところですが、今回、この共食の場の拡大

事業委託料を出しています。今、県内各地域か

らいろんな事業をプロポーザルで出していただ

いていますが、その中には、県産品を使った学

生との連携などもあります。我々としては、食

育の中で農業の部門まで踏み込むことがなかな

か難しいんですけれども、今後そういった面に

も目を向けて取り組んでいかなきゃいけないな

と思っています。

今のところは、具体的にこれといった方策は

ないんですけれども、今プロポーザルで出てい

るので詳しくは言えないんですが、例えば子ど

も食堂で地元食材を使った海外料理を作るとい

ったこともあります。そういったところで流通

の問題にも踏み込めていけたらと思っています。

農林水産部とも協議して取り組んでいきたいと

思います。

通告せずに急にこういう質問で大変玉田委員

心苦しいんですが、食育はもちろんですけれど

も、これからの食文化とか大分の郷土の文化と

いうところも食材を通じてやっていただければ

と思います。農林水産部とか、いろんな機関と

連携を図って少しずつ広げていってください。

よろしくお願いします。

通告をしていないんですけれども、平岩委員

冒頭、宮迫部長から少年の船のお話をしていた

だきました。今年の少年の船は７月２０日の出

港で、大変な雨だったので、無事に行けるかな

と心配していたんですけれども、みんな元気に

過ごしているのを聞いて、とてもうれしく思っ

たんです。せっかく乗っていらっしゃったので、

中での様子とか何か感じられたことがあったら

教えてください。

台風も心配されたんですけ宮迫生活環境部長

れども、出港してすぐは佐田岬の反対側にとど

まって、その後、波が収まってから沖縄を目指

しました。私個人としては、波もそんなになか

ったと思っているんですけれども、子どもの中

にはかなり船酔いになった子もいたようです。
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私は２０日に乗り、２２日の朝には下船して

こちらに戻ったんで短い時間だったんですけれ

ども、小学校５、６年生、それに中学生の副班

長、高校生の班長、その上にいろんな係のリー

ダー、スタッフという本当に組織立った運営を

しています。小学生も見ず知らずの同級生たち

と一緒に生活するという初めての経験をすると、

新しい経験をしますし、中学生の副班長、高校

生の班長も、そういう子どもたちをまとめてい

くという体験をするので、これは本当にすばら

しいなと思っています。ただ中には当然いろい

ろあります。ささいなことから、過去にはけが

とかもありましたが、そんな中で、子どもたち

が他人との関わり方とか愛とか、そういうもの

を学んでいくんだなと感じたところです。

４０回目になるんですけれども、親子２代で

乗っている方もいます。また、小学校５、６年

で参加して、副班長になり、班長になり、現在

はスタッフとして活躍されている方もいます。

そういう方が大分県の中で、また違う形で活躍

している様子も見せていただきました。ありが

たいと言うか、青少年の健全育成という意味で

も効果のある大事な事業ではないかと感じたと

ころです。

突然振って申し訳ありません。この平岩委員

会場にいらっしゃる方の中でも少年の船に参加

した子どもを持つ方がいるのかもしれませんが、

全く知らない人間関係、わずかな時間の中でい

ろんなことを学んでいくというのは本当にすば

らしいことだと思います。でも、その努力を支

えるためにはいろんな力が必要なんだろうなと

思います。そして何よりも、押し付けではなく、

沖縄で平和のことについても学んで帰ってくる

ということもすばらしいことだと思いますので、

毎年５千万円近くの予算化をしていただいてい

ますが、これからも引き続きできるよう、よろ

しくお願いします。

今回、通告できませんでしたが、さ小嶋委員

きほどの部長の説明を聞いて、改めて確認して

おきたいことがあるので、よろしくお願いしま

す。

答弁は部長じゃなくても結構ですが、３５ペ

ージの一番下、ふるさと創生ＮＰＯ活動応援事

業費です。さきほどの部長の説明では、ふるさ

と創生ＮＰＯ活動応援事業補助金としてＮＰＯ

に補助金を出すと言われていましたが、この対

象はどれくらいの数になるんでしょうか。それ

と、ふるさと創生ＮＰＯ活動というのは、ジャ

ンルとして、今までにそういった位置付けがＮ

ＰＯ活動の分野であったのかどうか確認させて

ください。

今の２点に石松県民生活・男女共同参画課長

ついてお答えします。

まず１点は、３５ページのふるさと創生ＮＰ

Ｏ活動応援事業費補助金についてです。３００

万円を計上しています。今の想定では、補助上

限、１団体５０万円を考えており、６団体程度

に補助したいと考えています。

また、この補助については、それぞれの地域

において例えば高齢者への支援であるとか環境

保全、それからまちづくり、子どもの居場所づ

くりといった地域における共助をＮＰＯが担っ

ている場合があるため、そういったところに対

する補助をしていきたいと考えています。

もう１点、名称の点です。この補助金につい

ては、ふるさとおおいた応援基金への積立ても

行い、ふるさと納税の基金からいただくという

組立てを考えているので、「ふるさと」という

言葉を使ったところです。

５０万円の上限で６団体、３００万小嶋委員

円ですが、そうなると、財源はふるさと納税の

寄附金になるんでしょうか、それとも繰入金の

３００万円が適用されるのかということですね。

これだけを見ていると、既決の予算が１，７０

０万円ほどありますね。これは事業概要の上か

ら１、２の説明に対応するために１，７００万

円の予算が付いているんですけれども、改めて

６００万円付けて、マル特の事業がくっついて

きたような形になって、不自然と言うか、ちょ

っと理解しにくい面があるんではないかと思い

ます。

地域で活動するということからすると、地域

活力づくり総合補助金がありますよね。各振興

局が中心になって地域のボランティアやＮＰＯ
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に助成をして、それをバックアップしていこう

という趣旨の補助金があると思うんですけれど

も、そことの関連性は全く考えずに６団体、５

０万円を上限というのは、ちょっとえこひいき

し過ぎなところがあるのではないかという思い

も持ちました。その点、補助金の在り方として

どのように整理しているのか、お伺いします。

私どもの事石松県民生活・男女共同参画課長

業は、やはりＮＰＯを支援していくということ

です。小さいＮＰＯは設備資金に困っているこ

とも多いため、ＮＰＯが地域の共助に頑張って

いるのであれば応援するということで、こうい

った補助金制度を設けたところです。また、こ

の補助にあたってはＮＰＯの自己負担も取るよ

うにしています。それでＮＰＯ自身も自己負担

して地域の課題に継続して取り組んでもらうこ

とをＮＰＯに期待して、こういった事業を組ん

だところです。

最後にしますが、そうであれば、５小嶋委員

０万円を上限というのは、金額はともかくとし

て、６団体とありますが、その６団体に対する

評価というのがあると思うんですよ。６団体以

上あって、その中で６団体に今回は助成すると

いうことになるとは思うんですけれども、その

団体を選ぶ評価の在り方、それについてはどの

ように。私としては、ＮＰＯ活動には積極的に

支援していくべきだと思うんですけれども、そ

こには公平、公正という観点がなきゃならんと

思うんですね。それと申し上げたように、ＮＰ

Ｏにもっと真剣になって地域創生のために頑張

っていただくことは非常によろしいことだと思

うので、応援してあげたいと思っています。た

だ、そこで背景の分からない選定があったとす

れば、それは間違っていると思うので、その辺

をお聞かせください。

ＮＰＯに対石松県民生活・男女共同参画課長

する補助の在り方についてです。

さきほど６団体と申し上げましたけれども、

これは最大補助上限を５０万円としたときに、

トータル３００万円ですので６団体と申し上げ

たところです。例えば２０万円とか３０万円で

いいという場合は、当然この団体数は増えてい

きます。そういった小規模であっても地域にお

ける共助を進めていこうという団体に必要な初

期投資に係る費用を支援しています。例えばテ

ーブルや椅子、最近であれば健康教室で講師を

呼ぶときに必要なパソコンなどがあります。そ

ういった小規模なところに必要な経費を助成し

ていきたい、それは必ずしも６団体には限らず、

もっと小さな金額であれば団体数は当然増えて

いくと考えています。

事前の通告をしておらず大変申し訳三浦委員

ありません。

概要３９ページ、女性の活躍推進事業費につ

いてです。これはさきほど浦野委員から、また

一般質問でも平岩委員が取り上げたと思います。

これは、全ての女性が個性と能力を十分に発揮

できる社会の実現ということで、この推進法が

施行されたと私は理解しています。この中では、

国及び地方公共団体の責務も明記されています。

そういった中、この推進法が６月５日に一部改

正されました。国としても、女性の活躍に向け

て一層、力を入れていくという方向だと思って

います。

そういった中、予算は昨年度と比較して減額

です。昨年度が１千万円ですが、今回は補正を

積み上げても９６０万円という状況です。国の

方向と逆行しているようにも受け止めてしまう

んですけれども、県としての考え方並びに課題

については、私もしっかりと認識しています。

私は必要なところにはしっかりと予算を投じて

いくべきだと思うんですけれども、この点につ

いては部長に答弁していただきたいと思います。

２点目が、この事業概要を見ますと、民間事

業所へのセミナーといった取組が非常に多く記

載されています。当然県庁内にも多くの女性職

員が働いており、もう複数年にわたって取り組

まれていると思うので、県、市町村の職員が主

体となって、こういったセミナーを開催してい

くべきだと思います。その辺の取組状況や複数

年にわたって研修がなされていると思いますが、

どのような効果が出ているのかという点をお聞

かせください。

予算は減額となっています宮迫生活環境部長
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が、減額がそのまま政策の力を抜いていること

にはならないと思っています。さきほども説明

しましたが、民間企業にキャリアコンサルタン

トやアドバイザーが行って、そこからどういう

状況か意見を吸い上げて、施策としては、今回

はセミナーが２本となりました。実際に人事を

担当する中間管理職の方に対象を絞ったセミナ

ーと、本当に管理職を目指すという女性に絞っ

たセミナーをやろうという形でＰＤＣＡを回し

ながらやっているので、それぞれ工夫しながら、

その時々に必要な予算を計上することになろう

かと思います。

それから、県職員、市町村職員なんですけれ

ども、当然県職員、市町村職員対象の研修はや

っています。実際、今もやっていると思うんで

すけれども、産休・育休中であっても、年齢を

重ねるごとに必要な研修、受けなければならな

い研修があります。そういった研修には育休中

でも出てきていいということにしています。子

連れでも大丈夫なように、託児サービスも準備

し、そういったこともやるから出てきてもいい

ですよと呼びかけています。そういう意味では、

女性に対するサポートはかなり進んできている

と思います。

同時に、今の２０代は、実際に県職員になる

方のほぼ半分が女性だと思っています。女性に

活躍していただかないと県庁自体が成り立たな

くなるので、積極的に登用もしないといけない

と思いますし、女性の活躍推進をしている我々

からも、総務部にしっかり申し上げていきたい

と思っています。

しっかり県主導で、県庁内はもちろ三浦委員

んですけれども、例えば市町村の職員と合同で

セミナーや研修を開催するとか、ぜひそういっ

たことも一考していただきたいと思いますし、

やはり旗振り役は生活環境部だと思います。今

日も管理職を見てみると、女性の課長がいらっ

しゃらないですね。たまたま今年度がそうなの

かもしれませんけれども、女性がしっかりとそ

の能力等を発揮できるような社会の実現に向け

て、生活環境部が主導となって取り組んでいた

だきたいと要望しておきます。

さきほどからずっと議論になってい河野委員

ました防災体験、防災教育の関係についてお伺

いします。これまでも県議会として福祉保健生

活環境委員会の県外調査等において、他の自治

体等が設けた防災教育、防災啓発の拠点施設の

視察をかなりしたんじゃないかと思います。

そこで感じたことは、小・中学生の社会見学

の場としてこういう拠点を使うことによって、

子どもたちの間で早期にそういった疑似体験が

できることが非常に大きなポイントであったな

と思います。そういう意味では、今後の大分に

もそういった拠点が必要じゃないかっていう議

論がこれまでもされてきたと思うんです。本格

的なものが無理だというお話であれば、例えば

中心市街地の空き店舗の活用、Ｏ－Ｌａｂｏと

かもあるなと思います。また、団体の受入れを

考えると、広域防災拠点である昭和電工ドーム

に疑似体験のできるスペースを設けるとか。と

にかく固定した場所、ここに行けばそういった

体験ができるんだというところを明示的に示す

必要があるのではないかと思います。

さきほどの地震体験車を県内巡回させること

も大事な取組だと思うんですけれども、そうい

った拠点という形でしっかりと体験できる場所

を整備する方向で検討されているんじゃないか

と思うんですが、その検討状況を教えていただ

けないでしょうか。

疑似体験等ができる拠河野防災対策企画課長

点施設の整備ということですが、やはり高額な

費用がかかります。九州各県で見ると、消防庁

が発表している１００施設の中でないのが大分

県と佐賀県ということで、それは認識していま

す。ただ、やはり拠点整備になると非常に高い

費用がかかるということで、今回の補正予算で

提案しているＶＲの事業も活用しながらやって

いこうと思っています。

今年度だけでなくて、来年度、再来年度と３

か年事業で、例えば土砂災害や大雨洪水に係る

ものとか、あるいは火災の体験ができるものな

ど、今のところはＶＲを活用した疑似体験で、

何とか皆さんの避難行動につながるように、こ

の技術を活用して実施したいと考えていますの
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で、今のところ拠点整備について検討している

状況ではありません。

今の九州で大分と佐賀しかないとい河野委員

うお話で、大分県については、九州で大分だけ

ないとか、全国でも大分にはないといったもの

が非常に目立つ気がしています。これは計画的

に検討を進める時期に来ているんではないかと

思いますが、部長、どうお考えでしょうか。

防災教育をどう進めていく宮迫生活環境部長

かということですが、バーチャルリアリティー

を使ったものも今年から検討しています。大き

な施設を構えてやるのがいいのか、そういった

新しい技術を使いながらやるのがいいのか、そ

こは様々な考え方があろうかと思います。一つ

一つ考えながらということにはなるんですけれ

ども、例えばジオパークがあります。地質とか

は大分県をはじめ他県にもありますが、ジオパ

ーク活動を進める際は、これに防災の視点を踏

まえて小中学生とかにお話しするということも

やっています。

様々な形で小中学生、それから県民の方々に

防災教育を進めていくことが必要だと思ってい

ます。そんな中で、そういう拠点が絶対に必要

だということになれば、そういうことも考えて

いかなければならないと思っていますが、まず

は現実に起こった東日本大震災――こんなには

っきりと記録が残った津波災害はないので、そ

れを踏まえてバーチャルリアリティー技術を使

ったものを利用するなど、いろんな形で防災教

育を進めていきたいなと思っています。

個の防災力を高めることが命を守る河野委員

ことにつながるということは、全国各地で言わ

れて一生懸命取り組まれていることですので、

そういった部分について、政策上のプライオリ

ティーがちょっと低過ぎるんじゃないかと私は

思っています。ぜひこれは全庁的な議論をして

いただいて、特に子どもたちの命を守るという

ことについては最優先にしていただきたいと要

望して終わります。

ほかに質疑ございますか。古手川委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑もないようですので、古手川委員長

これをもって生活環境部関係予算に対する質疑

を終わります。

暫時休憩します。

午前１１時３４分 休憩

―――――→…←―――――

午後 １時 １分 再開

こんにちは。休息前に引き続き木付副委員長

委員会を開きます。

―――――→…←―――――

警察本部関係

これより警察本部関係予算の審木付副委員長

査に入りますが、説明は主要な事業及び新規事

業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

それでは、警察本部関係予算について執行部

の説明を求めます。

第５２号議案令和元年度大分石川警察本部長

県一般会計補正予算（第１号）のうち、警察本

部関係について説明します。

お手元の資料、令和元年度警察本部予算概要

の１ページをお開きください。Ⅰ予算のポイン

トを御覧ください。警察本部は、県政推進指針

の項目にある安全・安心を実感できる暮らしの

確立のため、犯罪に強い地域社会の確立及び人

に優しい安全で安心な交通社会の実現に取り組

みます。

その下、Ⅱ事業体系（県政推進指針）を御覧

ください。県政推進指針に沿って警察本部の取

り組む主な事業を掲載しています。このうち今

回の補正予算に係る事業は、１の（５）①犯罪

に強い地域社会の確立の一番上に記載の治安維

持を担う人材育成推進事業と、②人に優しい安

全で安心な交通社会の実現の一番上に記載の交

通安全施設整備費の２事業です。詳細について

は後ほど説明します。

２ページをお開きください。令和元年度警察

本部予算です。今回の補正予算額は、表の左か

ら２列目の予算額（Ａ）の欄、上から２行目の

７月補正の欄に記載のとおり２億６，４３６万

８千円です。これに当初予算額を加えた補正後

の総額は、その下の計の欄に記載のとおり２６

５億３，５６８万５千円となります。平成３０

年度当初予算額（Ｂ）と比較すると、鑑識科学



- 127 -

予算特別委員会会議記録 第５号

センター建設工事の完了等に伴い９億５，７８

７万７千円、率にして３．５％の減額となって

います。

それでは、補正予算の事業内容について説明

します。

８ページをお開きください。事業名、治安維

持を担う人材育成推進事業費です。補正予算額

は１，０１０万７千円です。この事業は、複雑

・多様化する治安情勢に的確に対応し、次代の

治安維持を担う若手警察職員の人材育成・確保

を推進するため、スキルアップ研修などを充実

させ、職務執行能力の向上や早期戦略化を図る

とともに、マネジメント講習などを通じて中堅

幹部の意識改革を促し、魅力ある職場環境の整

備等を図るものです。

具体的には、コミュニケーション能力向上の

ほか、国際化の進展に対応するための語学能力

の向上、サイバー犯罪等の増加に対応するため

のサイバー犯罪対応能力向上など、若手警察職

員のスキルアップのための研修等に要する経費

が４５６万７千円、中堅幹部職員のマネジメン

ト能力向上など、魅力ある職場環境整備のため

に要する経費が１７７万４千円、情報ツールの

多様化に対応するため、ＳＮＳ上に表示する採

用募集広告の作成、掲載など、優秀な人材確保

に要する経費が３７６万６千円です。

次に、１０ページをお開きください。事業名

欄上から４番目、交通安全施設整備費です。補

正予算額は２億５，４２６万１千円です。これ

に当初予算額を加えた補正後の総額は８億６，

５１７万５千円となります。この事業は、道路

交通の円滑化を図り、安全を確保するため、交

通信号機の新設、改良や道路標識などの設置、

更新など、交通安全施設の整備を行うものです。

以上で説明を終わります。御審議のほど、よ

ろしくお願いします。

以上で説明は終わりました。木付副委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は、挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答

弁願います。

事前の通告者が３名います。

それでは、順次指名します。

１点だけ、１４ページの刑事警察費の堤委員

中にビデオカメラ等や盗聴機器などの購入費及

びリース料などの件数はどれぐらいあるんでし

ょうか。

刑事警察費に関して答弁します。山田警務部長

刑事警察費の中のビデオカメラに係る予算に

ついてですが、年間を通しての捜査活動用ビデ

オカメラの借上料として３５台分、額にして３

４７万９千円を計上しています。そのほか刑事

警察費の中に捜査用資機材の整備に係る経費を

計上していますので、これにより別途ビデオカ

メラに係る予算執行を行う場合もあります。ま

た、委員お尋ねの盗聴機器が何を指すかにもよ

りますが、通信傍受に使用する機器については、

経費は計上していません。

分かりました。堤委員

これは大体毎年聞いていますけれども、３５

台をどういうときに使うのか。前のときは、ド

アスコープで新聞入れの所をのぞくカメラだと

か、そういう説明が若干あったんですよ。３５

台というのは、どういう場合に使うものが多い

のかについて、再度質問します。

ただいまの質問についてですが、工藤刑事部長

この使用方法については、警察の捜査手法に密

接に関わることですので、具体的な回答は差し

控えたいと思います。

前のときは、さっき言ったスコープや堤委員

そういう機械、機器も入っていると聞いたけれ

ども、そういうのも含めて今回は回答できない

ということ。

スコープの話があったのは、立工藤刑事部長

てこもり事案だとか、そういった場面で使うと

いうことで多分答えたと思うんですけれども、

カメラと言ってもいろんなカメラがありますの

で、ここでの全般的な使用方法は回答を差し控

えたいと思います。

概要の１１ページです。自動車運転土居委員

免許事務費です。この大分県では、大分あった

か・はーと駐車場制度、もう始まってから随分

長くたつんですけれども、現状なかなか守られ
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ていないという苦情をよくいただきます。です

ので、以前は免許更新時に説明がありましたが、

現在でもそれを続けているのか、そして多くの

県民に知られ、理解を深めて、駐車スペースを

必要な方々に空けるという取組が進むようにし

ていただきたいと思うんですが、そういったと

ころを伺います。

あったか・はーと駐車場利用制木村交通部長

度について、運転免許の更新時講習を委託して

いる団体に対しては、講習時間の制約がある中、

可能な限りこの制度についての説明を依頼して

います。しかしながら、その時々において、横

断歩行者保護など交通マナーの向上やあおり運

転の危険性など、重点的に説明を要することが

多く、時間の確保が困難となっています。この

制度について、ドライバーの方々の理解を深め

ることは大切なことと認識していますので、県

の担当部局からチラシ配布等の周知依頼があれ

ば、県警としても積極的に協力したいと考えて

います。

確かに横断歩道の前に立っていても土居委員

車が全然止まらない現状もありますし、あおり

運転も危ない行為です。しっかりとその辺も講

習の中で言及するのはとても大事ですけれども、

やはり、あったか・はーと駐車場も知らせる必

要があると思いますので、担当部局に私からも

お願いして、チラシの配布ができないのかと勧

めていきますので、引き続き御協力をよろしく

お願いします。

予算概要８ページの治安維持を担う守永委員

人材育成推進事業費について、この事業は若手

警察官を育成するための指導に当たる職員への

研修も含めてこの研修等が行われるのか、その

辺を確認したいと思います。ただ、この特別枠

として治安維持を担うと表題で扱っているんで

すけれども、何か特殊な背景なり目的があるの

か、さきほどの説明では特にそういう内容の説

明はなかったんですが、もしあれば教えてくだ

さい。

次に、予算概要１０ページの交通安全施設整

備費についてですが、約６億円の当初予算に約

２億５千万円の補正が付いていますけれども、

整備についての要望等が多く出てきたのかなと

思いながら資料を見たんですが、信号機の整備

要望等で今回どの程度出されていて、今回は何

割ぐらい対処できる予算となっているのか、状

況を教えてください。

また、先日も中心地で信号機に障害が発生し

たとの報道があったのですが、これらの障害防

止対策についてはどのようになっているのか、

その状況を教えてください。

治安維持を担う人材育成推進事山田警務部長

業費についてお答えします。

委員御指摘のとおり、本事業は若手警察職員、

そして中堅幹部職員の双方を対象として研修の

充実等を図るものです。少子化社会の進展等の

社会的背景により、人材の確保は厳しさを増す

一方となっています。そのような中、治安情勢

は国際化の進展やサイバー犯罪等の増加により、

さらに複雑・多様化していくことが予想されて

います。これらに的確に大分県警察として対応

するためには、将来の大分県の治安維持を担う

若手警察職員の育成と優秀な人材の確保が必要

不可欠であり、そのための新たな事業を行うも

のです。

なお、治安維持を担うとしているのは、これ

が警察職員を対象とした事業であることを明確

にしているにすぎず、ほかに目的はありません。

まず、信号機の整備についてで木村交通部長

すけれども、信号機の設置要望は、警察署や警

察本部を窓口として受理していて、設置箇所に

ついては、現場調査の上、必要性や優先順位を

判断しています。

本年度の新設要望数は９４か所ですが、警察

庁が示した信号機の設置指針等に照らし、道路

改良や通学路対策を踏まえ精査した結果、設置

が必要と認めた２４か所については、全て信号

機を設置することとしています。それ以外の７

０か所については、道路幅員が狭い、交差点形

状が複雑で信号柱を立てることができないなど

道路改良等が必要なため、現状では信号機の設

置が困難と判断したものです。今後も地域住民

の意見を伺いながら、必要性、緊急性を総合的

に勘案し、より効果が高いと認められるところ
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から順次整備したいと考えています。

次に、今年度発生した信号機の灯火が消える

事案の４件について説明します。

５月１９日の昭和通り交差点、６月１４日の

大分城址公園前交差点については、無停電電源

装置の故障が原因と判明したので、同装置を使

用している全１７か所の信号機について同装置

を使用しない措置をとりました。７月１１日の

敷戸団地入り口交差点と７月１９日の日岡交差

点については、共に制御器の故障と判明したの

で、制御器の部品を交換しました。

なお、敷戸団地入り口交差点と同じ制御器を

使用している５か所について改修を行う予定と

しており、一方、日岡交差点は、同じ制御器を

使用している信号機を現在調査中であり、判明

次第、部品交換等の対応を予定しています。今

後も引き続き保守管理を適正に行い、再発防止

に努めます。

まず、人材育成推進事業費について守永委員

ですけれども、若い方々の人と接する能力、コ

ミュニケーション能力等が磨かれていないとい

う指摘もいろんなところで聞きますので、そう

いった部分についてはしっかりと教育をしてい

ただいて、県民の皆さんに不快な思いをさせな

いことも心がけながら対応していただきたいと

思っています。

また、治安維持を担うという表題については、

特にほかの目的はないということでしたが、様

々な法整備がここ数年の間になされてきている

ので、何かそういった治安維持を旗頭に取締り

そのものが厳しくなるんじゃないか、いろんな

集会も含めた取締りも出てくるのかなと少し気

になったものですから、その辺は、県民の安全

・安心を守っていくという観点で、県民のため

の警察という位置付けで考えていただきたいと

思います。

あと、安全施設整備費については、極力住民

の皆さんから要望があったものについては安全

対策が講じられるように、信号の設置が無理な

ら、ほかに安全を講じる方法がないかもあわせ

て検討をお願いしたいと思います。その辺につ

いての考え方がありましたらお聞かせください。

それと、中心市街地等での信号機の障害につ

いては、無停電電源装置の故障部分を使わない

とのことだったんですけれども、それはその機

械を使わずに別のものを使うということなのか、

それとも停電したらしばらくは点灯しないとい

う状況になるのか、今後それを修理するのか、

どういった考え方なのか、教えてください。

まず、信号設置の住民要望がか木村交通部長

なわない場所については、その理由等を住民に

しっかりと説明しています。そして今、委員か

らお話があったように、信号機は設置できない

けれども、一時停止の規制だとか、そのほか進

入禁止だとか、いろんな規制によって代替措置

を講じると、できることをやるということで、

その内容についても住民に説明しています。

それと、無停電電源装置のことについてです

が、これは商用電源が外から来ていて、制御盤

を通って、その次に無停電電源装置を通って、

それから灯火に電気が流れています。この無停

電電源装置が今回故障したのは間違いないので

すが、中身にいろんな部品があって、何でどこ

が故障したのかというのを今業者に究明させて

います。今後その原因が分かれば、これを修理

して、その原因部品を換えることによって活用

できるのであれば、元に戻して活用しますけれ

ども、これ自体がもう活用できないとなれば、

現在これを抜いて直接につなぐようにしていま

すので、それを維持していくことになると思い

ます。

人材育成のところで少し聞き損ねた守永委員

のですが、この事業は特に年限を書いていませ

んけれども、何年間継続されるのかだけ教えて

ください。

それと、無停電電源装置の部分は、結果的に

今現在、停電があったときには信号が消える状

態だとお話を伺った中で感じたんですが、措置

ができるまでは停電が起きると消えてしまう、

その代わり多分警察官が現地で交通整理等に当

たるんでしょうけれども、その辺、事故のない

ように円滑に対応をお願いしたいと思います。

人材育成推進事業の実施期間に山田警務部長

ついてお答えします。
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本事業については、短期集中でまず３年間実

施したいと考えています。その上で効果を検証

し、引き続き実施すべきとなりましたら、事業

ごとにその内容を精査して、必要があれば要求

したいと考えています。

無停電電源装置についてですが、木村交通部長

さきほど外から来た電気が制御盤を通って、無

停電電源装置を通って信号機に行くと説明しま

した。普通の信号機にはこの無停電電源装置は

なくて、直接に電気が行くんですけれども、こ

れが付いている信号機は、災害などで電気が切

れたときに自ら発電機が起動して信号が点灯す

るシステムのある信号機のうち、１７か所にこ

れが付いています。これは何のための機械かと

言うと、電気が途切れて発電機が起動するんで

すが、その発電機の電気が来るまでに３０秒ぐ

らいかかります。その３０秒間を埋めようとし

て、外からの電気が切れたら、即この無停電電

源装置から電気が信号機に行くという機械なん

です。ところが、今回はそこに不具合があった

もので、外から停電がないのになぜか信号が消

えたと。電気が行かなくなったということで、

もうこれを通さずに、ほかの信号機と同じよう

に制御盤から直接つないでいます。これを付け

ていないからといって、今後もその信号機が頻

繁に切れたりすることはありません。そしてこ

の機械を修理して再度使えるかどうかは、さき

ほども申したように、業者に検討させています。

以上で事前通告者の質疑は終了木付副委員長

しました。

ほかに質疑のある方は、ページ、そして事業

名をお示しの上、質疑をお願いします。

挙手をお願いします。

１０ページのおもてなしの交井上（明）委員

通環境整備事業費、これは摩耗した横断歩道と

かいろいろ説明が書いてあります。私は日田市

なんですが、よくセンターラインが薄くなって

いるとか、横断歩道が消えかけているとか、住

民の方からお話があるんです。いつも日田警察

署に話すんですが、大抵予算がないとのことで、

なかなかできないんですね。この予算を見ると、

昨年度の平成３０年度当初予算よりも減ってい

ます。説明では、県内各地でそういう薄くなっ

ている所があって、それで余りに数が多過ぎる

ので、なかなか予算が足りないという言い方を

するんですけれども、今年度の予算は減ってい

ますよね。これは、県内各地のそういう薄くな

った、摩耗した横断歩道とかをきちっとやり直

すことに対応できるだけの予算になっているん

でしょうか。

横断歩道等道路標示の関係です木村交通部長

が、今、おもてなしの予算というお話がありま

したけれども、この予算の中でも措置している

んですが、通常の交通安全施設の予算の中にも

同様のものがあって、各警察署からの報告に基

づいて優先順位を付けてラインの引き直しをし

ているところです。そしてこのおもてなし予算

の関係では、ラグビーワールドカップ関係を中

心にやっています。

今年あるワールドカップのと井上（明）委員

ころを中心にしている割には、予算が減ってい

る感じがするんですが、さきほどのときも私が

いろんな要望の中で話したら、最終的に無理っ

て言ったんですけれども、信号のない横断歩道、

そこに関しては、そのときは、どこから予算を

持ってきたのか知らないですけれども、引き直

したんですよね。そのときいろいろ話をして、

通常の２車線道路の横断歩道を引き直すのにど

のぐらいお金がかかるのかと聞いたら、５万円

ぐらいという話だったんですよね。そのぐらい

しかかからないのだったら思い切って、県内に

そういう薄くなっているのが何本あるのか知り

ませんけれども、交通安全に非常に力入れてい

る中で、こちらをもう少し充実すべきと思いま

す。ラグビーワールドカップの対応ということ

ですけれども、これが終わって１年とか２年の

うちにはそういう要望に応えられるのか、お尋

ねします。

ただいま横断歩道等の引き直し木村交通部長

整備の関係のお話をいただきましたが、いかん

せん予算の縛りがあるものなんですけれども、

県警としては、実態をしっかり把握して積極的

に予算要求し、早期に更新ができるように努力

したいと考えています。
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私も警察署に行って話をする井上（明）委員

と、引き直したいのはやまやまなんですが何せ

予算がという話ですので、ぜひ財政課も御配慮

よろしくお願いします。もう答弁はいいです。

すみません、１０ページです井上（伸）委員

が、ちょっと聞き落としたかもしれませんけれ

ども、交通安全施設整備費でいろいろ質問があ

りましたが、特に国庫支出金の関わる整備につ

いてもう少し詳しく教えてほしいと思います。

それから、１１ページの使用料及び手数料の

関係で、自動車運転免許証事務費について手数

料等の内訳と、私たちが一般的に考えると、こ

ういった手数料とか使用料というのは、交通安

全施設整備に少し回すべきではなかろうかと思

うんですが、その辺の考え方。それとまた、１

０ページに戻りますけれども、県債までも使っ

て交通安全施設をやろうという意気込みだと思

うので、その辺は非常に高く評価するところで

すが、県債をこの整備に今後ずっと続ける思い

があるのか、その辺をお聞かせ願いたいと思い

ます。

挙手をお願いします。木付副委員長

最初に国庫というお言葉があり木村交通部長

ましたが、これは国費を使って整備をどれぐら

いやるのかという意味でしょうか。

そうです。今後どのようにや井上（伸）委員

るのかね。こういった施設整備については大概

が県単でやるのが多いかと思うんで、特に国費

の関係の事業についてどんなものがあるか、再

度お聞きしたいと思います。

委員お尋ねの件は、国庫補助事田原会計課長

業はどういうものかということでよろしいです

か。（「そうです」という者あり）

交通安全施設の中には、県単独で行うものと

国庫補助金を充当して行う事業の二通りがあり

ます。警察庁等にかけあって、なるべく補助金

をいただいて予算措置をしている状況ですので、

今後ともそういう形で努力していきたいと思い

ます。

ほかの質疑についての答弁は。木付副委員長

それから、使用料及び手数料の田原会計課長

件ですけれども、基本的には運転免許の関係の

手数料については、免許の事業に使うことが原

則ですので、それを交通安全施設に使うという

のは今のところできていないということです。

それについては、やっぱり起井上（伸）委員

債を使うんですか、県債においてはそういう関

連ですか。

起債については、例えば交通信田原会計課長

号機の新設だとか、そういったものには起債を

使いますので、県債を使えるものについては使

っています。

県債、これは戻しがあるもの井上（伸）委員

ですか、これは県としては後で戻ってくるんで

すか。

その県債は通常の県債ですので、田原会計課長

特に国から交付税措置があるという類いの県債

ではありません。

通告がなくて申し訳ありません。河野委員

８ページの治安維持を担う人材育成推進事業

費に、前提として少しお伺いしたいのは、今、

公務職場については大量退職時代ということで、

どうしてもその補充というのが全国的な人手不

足の中で、大変困難であると聞いています。警

察官の募集については、大分県警に応募して、

大分県警では合格にならなかったけれども、警

視庁その他、共同試験をやっているところに配

属される方も従前はいたかと思いますが、今の

警察官採用試験の応募状況、充足についてどう

いう状況にあるのか。具体的に、どのぐらいの

人数を募集して、どのぐらいの倍率があるのか、

それからそういった共同試験で、たまたまその

当時、大分県警では採用されなかったけれども、

他の県警で警察官となって、大分県警に割愛採

用という形で戻ってきたい場合に、その方法が

あるのかについてお伺いします。

それから、今そういった若手の人材を育てる

ため、メンター制度という形で、きちんと先輩

が後輩に個人指導をしっかりやると伺っている

んですが、そういう部分とこの人材育成の事業

がどう絡んでいくのかお伺いします。

まず、大分県警察の警察官採用山田警務部長

状況等についてお答えします。ここのところ大

量退職期でもあり、例年おおむね１００名程度
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を採用しています。大学卒業程度の方、また、

高校卒業程度の方それぞれで、採用試験は異な

りますけれども、おおむねの全体倍率で申し上

げると、受験者に対しての採用では５倍強とい

うところです。ただ、残念ながらこの倍率はや

や右肩下りですので、今回の人材育成推進事業

の中にも、ＳＮＳ等を活用した採用に係る広報

という部分で強化事業を入れています。

また、他県警察に一旦入った者が、やはり大

分で働きたいということで大分県警を希望した

場合どうなるかですが、現在の制度では、残念

ながら改めて大分県警察の採用試験を受けてい

ただくことになっています。ただ、採用時教養

というのがありますけれども、仮に他県警で一

定年数の勤務経験がある者については、大分県

警察に合格した場合、警察学校に入校すること

なく即戦力として第一線に配置するという運用

をしているところです。

最後に、個人指導と言うか、メンターという

話ですけれども、女性警察職員を含めてやって

いますが、今回要求している事業の中では、そ

ういう個々のいわゆる先輩、後輩の間の教養に

資する予算というものは計上していません。あ

くまでも、例えば語学研修であるとか、サイバ

ーセキュリティーに関する知見を深めてもらう

とか、そういう形で予算を計上しています。

警察官の職務柄と言うか、使命感と河野委員

やりがいを非常に強く維持していくことが大事

ですので、若手職員にいかにそういった使命感

と誇りを持って仕事をしてもらうかについては、

やはり先輩の指導や育成が大きな力になろうか

と思います。その辺についても、ぜひしっかり

とお願いしたいと思います。

ほかに質疑もないようですので、木付副委員長

これをもって警察本部関係予算に対する質疑を

終わります。

なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くそのままお待ちください。

―――――→…←―――――

教育委員会関係

これより教育委員会関係予算の木付副委員長

審査に入りますが、説明は、主要な事業及び新

規事業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

それでは、教育委員会関係予算について執行

部の説明を求めます。

冒頭、今般教員の非違行為があり、工藤教育長

多大な御不信を抱かせ、御心配をおかけしたこ

とに対して深くおわび申し上げます。

では、第５２号議案令和元年度大分県一般会

計補正予算（第１号）のうち、教育委員会関係

について説明します。

お手元の令和元年度教育委員会予算概要の１

ページをお開きください。Ⅰ予算のポイントに

あるとおり、教育委員会では大きく二つのテー

マを掲げ教育行政を推進します。

一つ目は、教育委員会の基本理念である、生

涯にわたる力と意欲を高める「教育県大分」の

創造で、高校では、高大接続改革、学習指導要

領の改訂及び大学入学共通テストを見据えた授

業改善を推進するとともに、世界に通用するグ

ローバル人材の育成を図ります。特別支援教育

では、障がいのある子どもの自立や社会参加に

向けて、特別支援学校の再編を含む教育環境の

整備を進めます。

二つ目は、芸術文化による創造県おおいたの

推進です。文化財、伝統文化を県民共有の財産

として適切に保存、管理するとともに、国民文

化祭、全国障害者芸術・文化祭の開催を契機と

して高まった歴史や文化への興味、関心を維持

し、向上させるため、文化財や伝統文化を積極

的に活用します。

次に、右側のⅡ事業体系（県政推進指針）を

御覧ください。この体系図は、県政推進指針の

うち、教育委員会が主に所管する項目を体系的

にあらわしたものです。項目ごとに当初予算で

措置いただいた事業も含め、教育委員会の主な

事業を掲載しています。

２ページを御覧ください。令和元年度教育委

員会予算です。補正予算額は、左から２列目、

予算額（Ａ）欄の上から２番目にあるように、

１６億８，９７５万７千円で、その上の欄の既

決と合わせると１，１３９億４，９０７万９千

円となっています。これを右から３列目の３０

年度当初予算額（Ｂ）欄と比較すると、その右
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にあるように２７億６，５２７万６千円の減、

９７．６％となっています。これは事業費が約

２４億円、率にして１３．７％の減ですが、こ

れに加えて人件費が約３億円の減となることに

よるものです。事業費の減は、本年４月に完成

した県立武道スポーツセンターの建設に係る経

費が約３１億円の減額となることが主な要因で

す。人件費の減は、教職員数の減などに伴うも

のです。

それでは、今回の補正事業について説明しま

す。

少し飛んで、４３ページです。事業名欄一番

上の県立学校ＩＣＴ活用授業推進事業費１億８，

４５０万１千円です。この事業は、令和４年度

の新学習指導要領実施に向けて生徒の情報活用

能力を育成するため、県立学校等に電子黒板を

３３２台、タブレット型端末を１，４１７台、

プレゼンテーション実践教室５室などを整備す

るものです。

事業名欄２番目の特別支援学校校務支援シス

テム導入事業費３，４２７万２千円です。この

事業は、特別支援学校における質の高い指導を

図るため、児童生徒の個別支援データや学習情

報等を一元的に管理するシステムを開発し、校

内での情報共有を行うものです。また、このシ

ステム導入によって教職員の事務負担の軽減に

もつながると考えています。

次は、４４ページをお開きください。高等学

校施設整備事業費８億３，２５５万２千円です。

この事業は、老朽化した校舎等の新増築や大規

模改造など県立学校の施設や設備の整備を行っ

て、教育環境の改善を図るものです。既に骨格

予算で日田林工高校の特別教室棟の大規模改造

工事などを実施するほか、空調設備の整備を進

めています。今回の肉付予算では、大分南高校

などの大規模改造に取り組むとともに、国東高

校に新たな土木系学科を設置することに伴い、

必要となる寄宿舎等の整備を進めるものです。

次は、４７ページです。事業名欄２番目の盲

ろう学校施設整備事業費５，６８２万９千円で

す。既に骨格予算で盲ろう学校の寄宿舎の整備

など、事業を進めています。今回の予算では、

新たに建設するろう学校校舎の実施設計に取り

組みます。

４８ページをお開きください。事業名欄２番

目の支援学校施設整備事業費４億２，３２７万

３千円です。既に骨格予算で日田支援学校普通

教室棟の大規模改造工事などを進めています。

今回の補正予算では、新設する高等特別支援学

校の実施設計や臼杵支援学校等の体育館の改修

に加えて、中津支援学校の自校式学校給食施設

の整備などを行うものです。

次に、４９ページを御覧ください。県立学校

施設災害時緊急対応事業費１億１千万円です。

この事業は、県立学校施設が台風や豪雨等によ

る大規模災害発生時に被災した際に、緊急的な

復旧に要する経費をあらかじめ確保するもので

す。

次に、６７ページをお開きください。事業名

欄一番上の新時代の学びを支える先端技術活用

支援事業費４７４万２千円です。この事業は、

姫島ＩＴアイランド構想を進める村の小・中学

校において、子どもたちの学習に対する興味、

関心の向上、情報活用能力等の育成を図るため、

ＩＣＴを効果的、効率的に活用した授業を推進

するとともに、その支援を行うＩＣＴアドバイ

ザーを配置するものです。

次は、７６ページをお開きください。事業名

欄２番目のおおいたワールドワイド・アカデミ

ー事業費１，４０１万１千円です。この事業は、

専門的な分野において世界と渡り合える人材を

育成するため、世界トップクラスの海外大学が

英語で行う高校生向け遠隔講座を開設するとと

もに、英語以外の教科を英語で指導できる教員

の育成を目指すものです。

７７ページです。事業名欄２番目のキャリア

プロデューサー活用推進事業費６７２万３千円

です。この事業は、工業系高校生の県内就職を

推進するため、魅力ある県内企業の情報収集・

発信を行うとともに、求人開拓、学校と企業の

関係づくりなど生徒の進路希望達成を向上させ、

県内企業と学校をつなぐキャリアプロデューサ

ーを配置するものです。また、県外に就職した

卒業生にも県内企業の魅力を発信し、県内企業
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への再就職を推進するものです。

次は、８３ページをお開きください。事業名

欄一番上の青少年教育施設を活用した不登校対

策事業費２３１万円です。この事業は、日常生

活や学校生活に悩みを抱え、不登校となってい

る児童生徒の自己肯定感やコミュニケーション

能力、学習意欲を高めるために、青少年の家を

活用した自然体験活動プログラムを開発するも

のです。

８６ページをお開きください。事業名欄上か

ら３番目の豊かな体験活動推進事業費１７４万

９千円です。この事業は、子どもの自己肯定感

を高めて社会を生き抜く力を身に付けさせるた

め、主体的、対話的で深い学びを実践する２泊

３日の長期宿泊型自然体験プログラムを開発す

るものです。

９３ページをお開きください。事業名欄上か

ら２番目の帰国・外国人児童生徒日本語教育推

進事業費４１４万１千円です。この事業は、帰

国子女や外国人児童生徒の日本語能力に応じた

きめ細かな指導方法を検証し、日本語指導の充

実を図るため、大学と連携して県立高校及び小

・中学校に支援員の派遣を行うものです。

９８ページをお開きください。事業名欄上か

ら２番目の楽しく学べる博物館づくり推進事業

費９０７万９千円です。この事業は、国民文化

祭等の開催を契機とした歴史・文化への興味、

関心の高まりを維持するとともに、歴史博物館

ほか２施設で最新の映像技術を活用して、より

楽しく深く学べる機会を提供するものです。

最後に、１００ページをお開きください。事

業名欄上から４番目の文化財保存活用推進事業

費５５７万５千円です。この事業は、地域にお

ける文化財の計画的な保存、活用の促進のため

に、指針となる大分県文化財保存活用大綱、仮

称ですが、その策定を行うものです。また、文

化財を活用した地域活性化や地域住民の文化財

への理解を促進するため、日本遺産周遊ツアー

及び文化財フォトコンテストを開催するもので

す。

以上で教育委員会の令和元年度大分県一般会

計補正予算についての説明を終わります。御審

議のほど、よろしくお願いします。

以上で説明は終わりました。木付副委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。

事前の通告者が８名います。

それでは、順次指名します。

まず教育人事課、６６ページ、英語専堤委員

科指導教員についてです。２０１１年から５、

６年生に英語活動が導入されて、２０２０年か

らは３、４年生に英語活動、５、６年生には教

科として導入されます。１９年度から小学校の

英語専科指導教員の加配を受ける県では、新規

採用する小学校教諭の５割以上が英検準１級相

当以上の英語力を持っていなければならないと

されますが、この加配に大分県は該当するのか、

するとすれば今年度及び来年度採用の影響はど

うなのかということが１点。

次に２１ページ、定数問題です。これは猿渡

久子委員が一般質問で若干触れましたけれども、

教員定数を初めて法律で定めたのが１９５８年、

文部官僚が１教員当たりの標準指導時数は１週

２４時限をもって標準とする、したがって、１

日平均４時限となるが、これは１日の勤務時間

８時間のうち、４時間を正規の教科指導に充て、

残り４時間を教科外指導に充てると説明、しか

し、国は１９９０年代以降これを投げ捨ててい

ます。この考えは現在ほど当てはまると考える

べきときですが、県教委として、現状の認識に

ついてこの考え方はどうなのかが二つ目。

１７ページ、障がい者雇用の問題です。障が

い者雇用年次計画では、今年度は制度周知によ

る新規申告者が９名、非常勤職員が１５名の計

２４名雇用となっているが、その進捗はどうか。

また、来年度は障がい者の特別支援校による教

員８名、教育事務５名の３３名の雇用計画とな

っているが、教育長の答弁でも受験者数が少な

いと言っているけれども、達成に向けた取組は

どうか。また、障がい者雇用率が昨年４月１日

より教育委員会２．２％から２．４％に、平成
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３３年４月までにプラス０．１％の引上げとな

りますけれども、これへの対応はどうか。

最後に、人権・同和教育課、９３ページです。

同和問題の解決に係る教育研修事業の推進に関

する委託契約について、部落解放同盟及び全日

本同和会の実績報告書を見ると、ここも生活環

境部と同じなんですけれども、高校生集会など

研修場所などが違うのに２０１４年から支出合

計はずっと８５万５千円になっている。全日本

同和会でも同じように、支出合計はずっと２５

万７千円で１円も狂いがない。使い切るために

数字のつじつまを合わせたと思われてもやむを

得ないと思いますけれども、いかがでしょうか。

英語専科指導教員の加配に渡辺教育人事課長

ついてお答えします。

今年度の英語専科指導教員の加配については、

加配教員自身が一定の英語力を有することが要

件となっていますが、新規採用者についての要

件はありません。本県では、加配を活用し２０

人の英語専科指導教員を配置しているところで

す。一方、来年度の加配については、前提条件

として、遅くとも令和７年度、２０２５年にお

ける小学校教員の新規採用者５０％以上が資格

要件に該当する一定の英語力を有する者となる

という年次計画の策定が求められています。こ

のため、来年度以降に向けた年次計画の策定に

ついて現在検討しているところです。

次に２点目、定数問題についてお答えします。

教員の授業時間数の軽減を図るには、国によ

る配分定数の充実が不可欠であることから、教

員定数の充実と安定的な配分について引き続き

国に対して要請したいと考えています。さらに、

各種専門スタッフや外部人材を活用し、チーム

学校の実現を図るとともに、教員の負担軽減に

取り組むことなどにより、学校における働き方

改革を推進したいと考えています。

次に３点目、障がい者雇用についてお答えし

ます。

まず１点目、計画の進捗状況ということです

けれども、今年度の２４名のうち１４名を雇用

しているところです。内訳については、新規申

告者分は現時点で１名となっています。非常勤

職員の１５名については、現在、教育庁ワーク

センターで３名、県立学校におけるキャリアス

テップアップ事業により１０名の計１３名、さ

きほどの１名と合わせて１４名、そしてこの非

常勤職員の１５名の残り２名の枠についても、

今年度末までの追加募集を行っているところで

す。

次に、障がい者の雇用に向けた受験者の確保、

達成に向けた取組についてお答えします。

今年度実施の採用試験にあたっては、障がい

者区分を撤廃し、精神・知的障がいの方も受験

可能としたほか、教員については、校種を拡大

し、全校種で受験可能としました。また、試験

要項を就労支援施設などの約９０の関係団体に

送付するなど、周知にも努めたところです。ま

た、教育事務については、障がい区分の撤廃に

加え、年齢条件を１０歳引き上げ、３９歳まで

受験可能としたほか、教員同様に人事委員会か

ら関係機関に広く周知し、受験者の拡大に努め

ているところです。

次に、障がい者雇用率２．５％に向けての対

応です。まずは令和２年１２月末までに法定雇

用率２．４％の達成に向け、引き続き取り組み

たいと考えています。その後についても、正規

職員の採用など継続して取り組み、採用に努め

たいと考えています。

この委託料は、対象永井人権・同和教育課長

地区の生徒を中心に、同和問題をはじめとする

様々な人権問題を学習することを通じて差別解

消のためのネットワークづくりを行うことから、

より円滑に事業を行うため、地区住民で組織さ

れている運動団体に委託しています。委託先の

団体からは、毎年増額の要望がある中、事業実

施計画に基づいて予算の範囲内で事業を実施し

ているものです。県は、適正な事業実施が行わ

れるよう管理監督しており、実績報告について

は、適正な支出を行っているか、根拠資料を基

に確認していることから、事業執行のために必

要かつ適正な金額であると認識しています。こ

こ数年、予算額は同額になっていますが、今後

とも事業実施に関わる指導や経費の確認を確実

に行うとともに、研修内容の充実を図るなど、
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より効果的な事業実施に努めていきます。

まず、英語専科教員の関係ですけれど堤委員

も、これ令和２年以降、そういう形で５０％以

上と、非常にハードルが高いんですよね。そう

いう状況の中で、仮に英検準１級以上相当を持

っている場合に、受験者に対して何らか優遇さ

れた措置は検討しているのかどうか。

それともう一つは、その資格がないので、も

う受験を諦めようということで、教員のなり手

不足につながるんではないかなと思うんですね。

その点について県教委の考え方はどうなのかな

と。あわせて、今現在、英語活動を実施してい

る先生も当然いるわけです。そういう先生たち

に大学がアンケートを取って、その結果が、や

はり授業の準備のための時間が非常に足りない

とか、指導力の力量の差が大きいとか、指導方

法が分からないとか、いろんな不安が出されて

いるんですね。県教委でも英語の先生たちに様

々なそういう話を聞いていると思うんだけれど

も、そういうものについてどのように対応して

いくのか。

もう一つは、障がい者雇用の問題についてで

すけれども、今年の採用試験で社会人・障がい

者枠で１６名の募集がありました。１０名が受

験したと報道されていますけれども、このうち

障がい者は結局何名で、さらには、募集を満た

していないので、受験の体制について今後様々

な対策を取ると言っていました。これを具体的

に、今年度はどのように対策を取っていくのか

ということです。

人権・同和教育課の答弁はもういりませんけ

れども、生活環境部と回答がほとんど一緒。独

自の教育環境でどうそれが必要か、増額を求め

たいとかいろんな問題があると思うから、これ

については暫時漸減するように、これは要望し

ておきます。

すみませんが、教育人事課によろしく。

１点目の英語の資格を持っ渡辺教育人事課長

た方への優遇措置についてです。採用試験にあ

たっては、公平、公正、透明性ということで、

現段階で優遇措置を設けることは検討はしてい

ません。ただ、今年度から小学校免許と中学校

の英語免許を有する小・中学校連携教諭という

採用試験を設けて、今年度５名の採用を行うこ

とで対応しています。こういった中で考えてい

きたいと思います。

それから、２点目のアンケートへの対応です

が、在職する教員へ英語関係の研修を行う中で、

在職者の英語力向上も図りたいと思います。

それから、障がい者雇用についてです。今年

度の教員の採用試験については、８名の特別支

援校について申込者が５名、うち受験者が４名

となっています。また、教育事務については、

今後、８月１９日から応募開始となっています。

教員については８名の計画で受験者が４名と不

足が生じていますので、今後、非常勤職員等の

対応により、必要な人員の確保に努めたいと考

えています。

当然、優遇措置は考えていないという堤委員

こと、これはそう思うんですね。ただ、やはり

非常に大きい、半数というのは……。

時間が来ましたので、簡潔に。木付副委員長

そういう点では、頑張っていただきた堤委員

いと思いますから、よろしくお願いします。

まず、２４ページの研究研修費の関猿渡委員

係から質問します。

教職員の多忙化が進んで長時間労働が深刻な

状況の中で、県教委主催の研修、特に会議が多

いと現場から聞いています。教育委員会、県教

委の各課からそれぞれ会議が主催されると、現

場としてはとても大変だと、ぜひ各課で調整し

て会議を減らしてほしいとの声がありますが、

どうでしょうか。

次に、７０ページです。特別支援教育、また、

発達障がいのある子どもの学びの支援の関係で

す。支援学校で給食をのどに詰まらせた死亡事

故がありました。その問題で報告書も出て、県

のホームページで報告書が取れます。大変厚い

資料となっていますが、まだ私は全部は読み切

れていません。途中３分の１程度まで読んでい

ますが、読んでいても大変つらくなります。改

めてお悔やみ申し上げ、議論していきたいと思

います。

そういう中で、私は、このお母さんからもお
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話を伺う機会が過去にありました。私なりの考

えなんですが、特別支援学校に特別支援教育の

専門家あるいは教育の専門家はたくさんいらっ

しゃいますけれども、障がい児者の専門家、介

護の関係の介護福祉士などの専門家、そういう

専門家も必要ではないかと思いますが、その職

員配置はどのようになっているのか。

また、一般の小・中学校の特別支援教室、特

別支援学級の問題ですけれども、この特別支援

学級を希望しても設置ができないという状況も

あると聞いていますが、その設置をする基準は

どのようになっているのか。また、基本的に８

名に１名と聞いているんですが、８名の子ども

に１名の先生ではとても無理だと思いますし、

そういう声も聞いています。その点で、柔軟な

対応が必要ではないか、柔軟に対応して合理的

な配慮をすべきではないかと考えますが、どう

でしょうか。

もう１点は４４ページ、高等学校施設整備事

業費の関係です。洋式トイレの設置状況はどう

なっているのでしょうか。今の高校生は洋式ト

イレが当たり前の中で育ってきています。まだ

洋式トイレが不十分かと思いますので、整備を

さらに進めるべきと思います。あるいは空調の

経費が出ていますが、空調の電気代等は、過去

にＰＴＡが負担していた時期もあるんではない

かと、設置についてもＰＴＡなどの協力があっ

た時期があるかと思いますけれども、その点ど

のようになっているのか、お答えください。

教職員の負担軽減、研修、渡辺教育人事課長

会議の縮減についてお答えします。

教育委員会では、教職員の負担軽減を図ると

ともに、教職員が子どもと向き合う時間を確保

するため、２９年度に２２年度比で３割削減の

目標を作って、２９年度に達成しています。そ

れ以降、学校現場からの意見や要望も参考にし

ながら、引き続き見直しを進めているところで

す。３０年度については、中堅教諭資質向上研

修の校外研修の縮減、校内の研修についても短

縮、教育センターの２３の研修について１日開

催から半日開催に変更する、管理職対象の研修

を新任者に変更するなど、研修、会議の縮減に

努めているところです。

次に、特別支援学級の設置基準について御質

問がありました。特別支援学級の新設について

は、対象となる児童生徒数４名以上を基準とし

ていますが、３名以下の場合であっても状況を

見ながら特別に新設しています。具体的には、

障がいの程度により設置が必要な場合であった

り、近隣の学校に特別支援学級がない場合、３

名以下でも新設する対応としているところです。

特別支援学校における後藤特別支援教育課長

専門家の職員配置についてお答えします。

本年度、特別支援学校に在籍する幼児・児童

生徒は１，３９３名、障がいが二つ以上重複し

ている幼児・児童生徒は３４２名で、２４．６

％を占めています。障がいの程度や状態により

医療的なケアを申請している幼児・児童生徒は

６７名、県内全ての支援学校１６校に在籍して

います。医療的ケアの必要な児童生徒の在籍し

ている学校には、ケアを実施する専門的な職員

として看護師を配置しています。各学校の申請

者数により人数は異なりますが、１名から５名

の看護師を配置し、総数は２２名です。

そのほかの専門職員は配置していませんが、

平成３０年度からは各学校に摂食指導の専門家、

言語聴覚士とか歯科衛生士ですが、この専門家

を派遣する事業を展開しています。また、特別

支援学校では、幼児・児童生徒の個別の指導計

画や個別の教育支援計画を作成するときに、専

門家を招聘して授業の様子などを撮影した動画

を見せながら、助言を受けることなども行って

います。

高等学校施設整備事業費に佐藤教育財務課長

ついて二つの質問をいただきました。

まず、県立高校の洋式トイレの設置状況です。

令和元年５月１日現在で県立高校に設置してい

るトイレの便器２，９７３基のうち、１，３２

０基が洋式トイレとなっています。率にすると

４４．４％です。なお、特別支援学校等を含め

た県立学校全体では３，８０５基のうち１，８

３０基が洋式トイレで、率にすると４８．１％

です。

続いて、空調のための経費についてお答えし
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ます。

４４ページの二重丸の三つ目、県立高校の空

調設備の整備等に要する経費１億６，２１０万

６千円の内訳ですが、新たに設置する空調機器

に係るリース料の今年度分が８，４６０万５千

円、この新設分に伴う電気料が７４４万４千円、

保護者が負担していた維持管理費を公費負担へ

変更した経費が７千万７千円となっています。

今年度の整備内容は、普通教室が８教室、選択

教室が１９教室、特別教室が２２８教室、合計

で２５５教室を予定しています。１０年間のリ

ース方式で整備しますが、リース代金の総額は

１１億２，８７３万円を予定しており、今年度

分を差し引いた１０億４，４０７万５千円につ

いては、債務負担行為を設定しています。

それから、保護者負担分を公費で負担した７

千万７千円の内訳ですが、このうち電気料が３，

７９０万４千円、リース料が１，９６１万３千

円、修繕費が７４０万２千円、清掃料が５０８

万８千円となっています。

最初の研修、会議の問題なんですけ猿渡委員

れども、研修は減っていると思うんですが、会

議が多いと聞くんですね。会議はまだまだ多い

んじゃないでしょうか。

それと、特別支援学級の問題、ちょうど今日

の西日本新聞の１面トップに、通級学級を希望

しても入れずとあるんですけれども、やはりこ

れは希望した子どもが入れるように、ぜひ進め

ていただきたいと思います。

あと、特別支援学校の専門家の問題ですけれ

ども、郁香さんはケアが必要な生徒ではなかっ

たですよね。そういう場合にも食事などの対応

をする介護士などの専門家が必要かと思います

が、その問題での回答はなかったと思います。

もう一度答弁をお願いします。

会議の縮減についてお答え渡辺教育人事課長

します。

会議の縮減については、県主催の一部会議を

動画配信に変えることで対応しています。例え

ば今年度の教育委員会の重点方針等の説明は動

画で配信し、職員が会議に来る手間を省く形で

対応をしています。同じく関係団体、教育研究

団体などにも、会議の縮減についても通知して、

協力を呼びかけています。

さきほど摂食指導の専後藤特別支援教育課長

門家を派遣しているとお答えしました。郁香さ

んの事故の後に、各学校に食事場面の観察とか

指導をしていただくようにして、医療的ケアの

必要な子ども以外も含めた全員を対象とした専

門家からのアドバイスを全ての学校で実施して

います。

私がイメージしているのは、学校に猿渡委員

介護福祉士などが１名いてもいいんじゃないか

と。常時１名いてトイレや食事、一般の学校か

ら異動していった先生もたくさんいるわけです。

そういうことへの対応を求めたいと思います。

今後ぜひ検討してください。

答弁はいいですね。（「はい」木付副委員長

と言う者あり）

私から三つの事業について伺います。吉村委員

最初が概要６２ページ、上から三つ目の県立

高校自転車通学生ヘルメット着用推進事業費に

ついてです。現在、モニターとなる高校生が徐

々に選ばれて、進んでいるかと思いますが、ど

の程度選ばれているかということと、モニター

となった皆さんはしっかり１００％着用してい

るのかということがまず１点です。

そして、これに対し現場から何か声が上がっ

ていれば、ぜひお聞かせください。また今後、

義務化に向けて進めていくとのことですが、ど

ういったところまで補助を行っていくのか伺い

ます。

続いて、概要の１０８ページの地域スポーツ

活動推進事業費についてですが、各自治体、大

分市では補助金等を徐々に減らしているとよく

耳にします。

また、総合型地域スポーツクラブについてで

すが、この総合型地域スポーツクラブも運営自

体が非常に大変だと、地域の方からの声をたく

さん頂戴します。県として、このスポーツクラ

ブを今後どのようにやっていきたいと考えてい

るのか教えてください。

そして三つ目ですが、１０９ページの学校部

活動充実支援事業費についてです。実は私も、
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部活動指導員という立場ではありませんが、地

域の学校にボランティアで、陸上競技を教えに

行けるときは行っています。現場に立って感じ

るところが非常にあるんですけれども、この部

活動指導員の県内の配置状況をまず一つ伺いま

す。

そして次に、うまく説明できるか分かりませ

んが、部活動の場において指導員の方と教員の

顧問の先生がいらっしゃいますが、顧問と指導

員の立場の在り方、責任の所在と言うか、事故

が起こったときの所在の在り方、立場について

県の考え方をぜひ教えてください。

三つ目が休養日の確保で、大分市等では部活

動のガイドライン等で週２日以上であったり、

時間に関しても、平日において２時間以内とか

ガイドラインが出されていると思います。私が

目にするのは、休みの日は地域のスポーツクラ

ブに行く。普通の日は学校でやる。結局、週７

日運動している子も非常に多く見かけます。私

も運動をやってきているので、休養がどれだけ

大事か、特に成長期にある子どもを伸ばすこと

において、休養をしっかり取ることは非常に大

事なんですけれども、こういった現状が実際に

あるということについて、県としてどのように

考えているかを伺います。

また、運動部に限らず文化部、特に吹奏楽等

ではテレビでも取り上げられるように、毎日非

常に長い時間練習している場面もあり、休みな

く朝から夕方までずっと練習しているとも耳に

します。そういった部分についても、ぜひ県の

考えを教えてください。

まず、県立学校簑田学校安全・安心支援課長

自転車通学生ヘルメット着用推進事業について

お答えします。

３点質問をいただきました。１点目の着用割

合です。ヘルメットモニターの決定にあたって

は、生徒からの希望を取り、希望者全員である

５９３名をモニターに決定しています。そのう

ち既にヘルメットを購入している生徒は、７月

１０日時点で４５１名です。その全員がヘルメ

ットを着用していると学校から報告を受けてい

ます。残りのモニターである生徒についても、

順次ヘルメットを購入し、着用することとして

います。

それから、２点目の現場からの声ですが、教

職員や保護者からは、安全確保のためには必要

なことだといった意見が多いです。それからモ

ニターである生徒からですが、安心して自転車

に乗れるようになった、最初は恥ずかしかった

けれども、今では着用しないと落ちつかないと

いった声があります。しかしながら、一方で、

暑い時期は大変だといった声もあります。

それから、３点目のどこまでの補助をという

ことですが、ヘルメットを着用しアンケートに

答えるなど、意識啓発への協力に対する報償費

として５千円を上限に、ヘルメットの購入金額

に応じ支給しています。このモニターの募集に

ついては、今年度６００名、それから来年度も

６００名ということで、１，２００名を予定し

ています。これは自転車通学生の１割で、来年

度までモニター募集を行いたいと思います。今

年度、それから来年度の２年間で交通安全意識

の向上を図って、令和３年度から自転車通学生

全員のヘルメット着用を目指したいと考えてい

ます。

まず、地域スポーツ活動推加藤体育保健課長

進事業についてお答えします。

本県においては、平成１５年のみえスポーツ

クラブを皮切りに、これまで県内全ての市町村

に４４のクラブが創設され、現在１万７千名を

超える会員が活動している状況です。県におい

ては、各クラブが地域においてスポーツ振興の

中心的な存在として安定的に活動できるように、

クラブの質的な充実に主眼を置いた支援を行う

こととしています。本年度においては、高齢者

の転倒防止や認知機能の向上に効果があるスク

エアステップエクササイズの公認資格取得のた

めの講習を実施し、指導者養成に向けた支援を

行うことにより、魅力のある運動プログラムを

提供します。

また、事業所やスポーツ少年団等と連携して、

スポーツ実施率の低いビジネスパーソンや子育

て世代を対象とした教室を行うクラブに講師を

派遣し、働く世代へ向けたスポーツ機会を提供
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します。また、体組成や運動能力等の測定と、

それに応じた運動処方を行う講師を希望するク

ラブに派遣し、住民の健康意識を高めることで

クラブへの加入を促進させるため、スポーツ医

科学の知見を活用します。今後も、クラブの質

的な充実に主眼を置いた支援を継続することに

より、クラブの安定した自立につなげるととも

に、スポーツ実施率の向上をはじめとする政策

課題解決に向けた担い手として、立地する市町

村においてクラブが活躍できるよう努めたいと

考えています。

続いて、学校部活動充実支援事業についてお

答えします。

まずは、部活動指導員の県内の配置状況です。

平成３０年度においては、中学校は１０の市町

の３１校で４２名、高等学校３校に８名を活用

しました。本年度は、中学校で１５市町、７５

校で９０名、高等学校では３校で８名、県立中

学校に２名の配置を予定しているところです。

次に、部活動における部活動指導員の立場、

在り方についてですが、立場は市町村又は県の

非常勤職員としての学校職員です。職務内容に

ついては、校長指導の下、顧問教諭等と連携し

つつ技術指導に当たることです。単独での部活

動指導や大会等の引率が今回可能になりました。

このように、生徒の多様なニーズに応じた安全

かつ効果的な活動が充実する等、部活動の質的

向上が期待されることから、今後も部活動指導

員を積極的に活用したいと考えています。

最後に、生徒の休養日の確保に対する取組で

すが、各学校で県の方針に沿って策定された部

活動の在り方に関する方針が４月から運用開始

しています。県の方針により、現在では適切な

休養日と活動時間で実施している状況です。生

徒の休養日の確保は、スポーツ障がいやバーン

アウトを防止するために必要であることから、

県教委としても指導を徹底したいと考えていま

す。特に運動量が多過ぎる児童生徒への対応に

ついては、スポーツ医科学の根拠に基づいた指

導を徹底できるよう、関係者に周知していきた

いと考えています。今後は、方針に沿った部活

動の運営状況調査を実施し、必要に応じて適宜

指導したいと考えています。

文化部活動についてお答えしま木下文化課長

す。

文化部活動においても、運動部活動と同様の

基準に基づいて活動しているところです。また、

学校においては、部活動運営の方針を出して、

例えば１９時３０分に必ず下校することもうた

いながら、適切な休養日を設けるよう行ってい

るところです。

いいですか。（「はい」と言う木付副委員長

者あり）

私からも３点です。土居委員

まず初めに、概要の２０ページです。教育庁

ワークセンター設置運営事業費です。先日ワー

クセンターに寄ったところ、障がいのある方が

元気に働いていました。本当にすばらしい取組

だなと実感したところなんですけれども、まだ

まだ仕事量が少ないということも伺っています。

今、庁内にある仕事をどのように、このワーク

センターを活用して働き方改革につなげていく

のかも大変重要ですので、その辺を伺います。

それから、概要の３０ページです。特別支援

教育費の中の給与費に関連して、教育に関する

事務の管理及び執行状況の点検評価結果報告書

の３０年度版によれば、指導教諭の配置対象校

への配置率、これ平成２６年度から２９年度ま

では０％で、今年度中には目標値１００に達成

する計画になっています。去年からやっている

のかもしれませんが、実際厳しい状況だと思い

ます。配置の目的と指導教諭の役割、そして昨

年度と今年度の配置の取組について伺います。

最後に７５ページ、グローバル人材育成推進

事業費に関連して、今、県立高校では修学旅行

に海外へ行く学校が増えてきています。ところ

が、その費用が高くて保護者の中には苦慮して

いる方もいらっしゃいます。平成１７年６月１

５日付けの県立高校修学旅行の経費基準につい

てでは、修学旅行代金の基準を示して、学校と

保護者の間で十分に協議し、保護者の経済的負

担が過重にならないようにしなければならない

としています。ところが調べてみますと、県立

高校でその経費基準を２割以上上回っている学
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校の割合は、平成２８年で２３．４％、２９年

が５０％、３０年が５６．５％と年々増えてき

ていると聞いています。そこで、学校と保護者

との協議ですが、どのような協議をして、経費

基準の通知にあるように十分な協議がなされて

いるのか伺います。また、修学旅行を取り扱う

旅行会社について、県下の県立高校のうち、そ

れぞれの旅行会社が何校取り扱っているのかに

ついても伺います。

教育庁ワークセンター設置渡辺教育人事課長

運営事業についてお答えします。

冒頭、御視察の際に、職員に激励等をいただ

き大変ありがとうございました。お礼を申し上

げます。

教育庁ワークセンターでは、現在ワークマネ

ジャー１名、障がい者３名、計４名を雇用して

います。ワークマネジャーについては、非常勤

職員の就労サポート、業務のスケジュール作成

等を行っています。ワークセンターのスタッフ

である障がい者の非常勤職員については、教育

庁内の文書の集配業務、文書の印刷、シュレッ

ダー、会議等の補助、会議設営、受付業務、ま

た環境整備として古紙等の回収等を行っていま

す。ワークマネジャーが教育委員会の各課に対

して対応できる業務の周知を行い、各課からの

仕事の依頼を受ける形になっています。

これまで教育庁職員が行っていた文書の印刷

業務等をワークセンターのスタッフが行うこと

によって、職員の負担軽減につながっていると

考えています。また、ワークセンターでの業務

に継続して取り組むことで、労働習慣が確立し

非常勤職員本人の自信にもつながっています。

また、特殊性を踏まえた作業内容の選定、労働

環境の整備を行うことで、任された業務内容が

定着しつつあるものと考えています。

次に、支援学校の指導教諭の配置についてお

答えします。

指導教諭については、授業改善を推進するこ

とを目的として、特別支援学校を含めた県立学

校に配置しています。平成３０年度、令和元年

度においては、特別支援学校には現在指導教諭

を配置していない状況です。と申しますのは、

特別支援学校については学校内にある幼稚部、

小学部、中学部、高等部の各学部の組織マネジ

メントの強化を図るとともに、各学部の授業改

善を目的として、指導教諭の配置よりも学部主

事に主幹教諭を配置し、学校組織の強化を図る

ことを優先させているところです。全ての特別

支援学校において昨年度は主幹教諭を２８名、

今年度は３２名配置し、学部経営の強化とあわ

せ授業改善の推進を図っています。

修学旅行に係る御質問に久保田高校教育課長

お答えします。

修学旅行は、学習指導要領の教育活動の一環

として定められています。その企画については、

教育的見地から学校が主体的な検討を行った上

で実施しています。具体的には、修学旅行の決

定にあたって、管理職、それから特別活動主任、

学年主任等で構成されている修学旅行検討委員

会を各学校で設置し、生徒、保護者からのアン

ケートあるいは説明会等により意見を聴取する

とともに、教育効果等も勘案し、決定していま

す。

また、修学旅行の業者の決定についてですが、

可能な限り多くの業者に見積書を提出させると

ともに、研修の内容あるいは安全性への配慮等

を総合的に評価し、さきほど申し上げた修学旅

行検討委員会で決定する手順となっています。

修学旅行の経費については、さきほど委員が

おっしゃったように、県教委から文書にて通知

しています。学校と保護者で十分に協議し、保

護者の経済的負担が過重にならないように県教

委としても指導しているところです。

業者の決定については、さきほど申し上げた

ように、可能な限り多くの業者から見積りを提

出させて決定していますが、辞退が多い状況も

あります。結果として、昨年度ですが、修学旅

行の受注業者について、ＪＴＢが４４校のうち

４３校で９８％、それから日本旅行が１校で２

％という結果になっています。

修学旅行に関しては、もうちょっと土居委員

保護者の皆さんとの協議の質を高めるようにし

ていただければと思っています。海外でも余り

遠くに行かずに、例えば、私たち議員団は台湾
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との交流を深めようとしています。台湾でもと

てもいい経験ができると思うので、その辺も考

慮しながら。また、他県を見ますといろんな選

択肢を与えている学校もありますので、修学旅

行の在り方についても研究していただきたいと

思います。

それから、旅行会社の件ですけれども、こう

いう状況になっているのは大分県ぐらいのもの

で、他県では、やはりこの資本主義の社会の中

で競争し合いながら、それぞれの旅行会社が取

り扱っています。その辺も研究しながら、修学

旅行の在り方について研究を深めてほしいと思

います。よろしくお願いします。

よろしいですか。（「はい」と木付副委員長

言う者あり）

それでは、概要書から３点お伺いしま森委員

す。

まず５９ページ、いじめ・不登校等解決支援

事業費についてです。事業の概要欄の中で、Ｓ

ＮＳを用いた通報・早期対応システムとありま

すが、これについて内容を詳しく示していただ

きたいと思います。あわせて、不登校の現状に

ついてもお聞かせ願いたいと思います。

次に８３ページです。さきほど説明にありま

したけれども、青少年教育施設を活用した不登

校対策事業費についてです。自然体験活動プロ

グラムの開発に要する経費とありますけれども、

これについて詳しく教えていただきたいのと、

近年、ネット依存とかゲーム障がいとかが言わ

れていて、今、全国で５４万人の中高生がそう

いう状況にあるとあります。いろんな不登校の

要因があると思いますが、そういうことを踏ま

えて答弁をお願いします。

もう一つが、戻って７６ページ、おおいたワ

ールドワイド・アカデミー事業についてです。

対象となる高校とか人数、講座の内容等につい

て教えていただきたいのと、スタンフォード大

学の遠隔授業の事業費がありますが、この内訳

等についても教えてください。

１点目のＳＮＳ簑田学校安全・安心支援課長

等を用いた通報・早期対応システムについてで

す。生徒がスマートフォンやパソコンから匿名

での通報を可能とする一方向型の連絡サイトを

県立高等学校４１校、それから県立中学校１校

を対象にこの７月から導入したところです。い

じめ被害等を受けた本人、友人などが、学校名、

それから当事者の名前、行為の内容を連絡サイ

トに匿名で投稿できるものです。もちろん自分

の名前を入れても、それは構いません。その受

理した内容は、サイトを運営する委託業者から

県教育委員会に届き、その後、各学校に連絡し、

早期の対応を図ることとしています。

それから、２点目の不登校の状況です。平成

２９年度児童生徒の問題行動等調査によると、

小学校の不登校が３６８名、中学校が９８７名、

高等学校が６４８名、計２，００３名です。主

な要因としては、親子関係などの家庭に係る状

況、それから友人関係、学業不振といったもの

となっています。

青少年教育施設を活用した石井社会教育課長

不登校対策事業のプログラムの内容について説

明します。

この事業では、学校や保護者から子どもたち

の状況を聞き取って教育支援シートを作成し、

臨床心理士や大学生等のメンタルフレンドの協

力を得ながら、それぞれの状況に応じたプログ

ラムを開発、実施し、このシートを使って活動

の状況を学校や保護者と共有し、継続的な支援

を行います。プログラムには、青少年の家の機

能だけでなく、周辺にある施設や人材を活用し

た田植えや稲刈りなどの農業体験、豆腐づくり

やしめ縄づくりなど、自然体験や学習活動等を

組み入れ、社会性やコミュニケーション能力等

を高めていくこととしています。

それから、ネット依存等の関係ですけれども、

青少年の家ではこの２年間、国の委託を受けて、

ネット依存の傾向のある子どもたちへのプログ

ラムを臨床心理士やメンタルフレンドの支援を

受けて開発してきました。そのノウハウを不登

校対策に活用したのが今回の事業です。青少年

の家が第２の学校としての機能を発揮し、子ど

もたちが新たな自分を発見し、前向きに考える

きっかけとなるよう取り組みたいと思います。

おおいたワールドワイド久保田高校教育課長
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・アカデミーの事業についてお答えします。

おおいたワールドワイド・アカデミー事業は、

スタンフォード大学との遠隔講座、それと教員

の育成という、二つの柱で構成しています。そ

の中で、スタンフォード大学の遠隔講座ですが、

県内の高校１、２年生の中で県の事業であるグ

ローバルリーダー育成塾に参加している生徒の

中から８月末までに希望者を募り、最大３０名

を定員として実施を予定しています。なお、今

年度このグローバルリーダー育成塾には、県内

２７校から毎回３００名以上の生徒が参加して

いる状況です。

講座の内容についてですが、現在スタンフォ

ード大学と協議しているところで、スタンフォ

ード大学からは、日米関係あるいはシリコンバ

レーと起業家精神、県からは、本年度のグロー

バルリーダー育成塾の協議、発表テーマにもな

っているＳＤＧｓ、世界の諸問題というテーマ

を今検討しているところです。事業費の内訳で

すが、遠隔講座を実施する際のスタンフォード

大学への委託料が約１千万円となっています。

また、開校式に招聘するスタンフォード大学の

講師、それから３０名の生徒の中から成績優秀

者をスタンフォード大学での表彰式に出席させ

る旅費等が３３４万円程度となっています。

まず、１点目の不登校解決支援事業は森委員

７月からということで、既にＳＮＳを活用した

システムを始めたということですが、今の状況

とか相談の状況が分かれば教えてください。

そして２番目、不登校対策の青少年の家活用

等について、私も２年前にネット対策を九重で

やると聞いていたものですから、その内容も説

明いただき、ありがとうございました。

ＳＮＳとかネットに関しては、活用次第で、

いい部分と悪い部分があると思います。今回、

１番目の事業においては、子どもたちが相談し

やすい体制ということであると思います。２番

目の事業、不登校対策等を含めてうまく使って

いただきたいなと思います。

最後に、スタンフォード大学の遠隔授業の件

ですが、日数とか講座の時期とか、当然双方向

だろうと思いますけれども、そのやり方につい

てもう少し教えてください。

ＳＮＳ等を用い簑田学校安全・安心支援課長

た通報システムの現在の状況です。７月からと

いうことで各高校で周知を始めているところで

すが、既に昨日までで５５件が来ています。そ

れから内容については、いじめが３６％ほど、

いじめ以外で、友達が元気がないというような

友人関係が１０数％と、主にそういった内容の

通報が来ている状況です。

スタンフォード大学の遠久保田高校教育課長

隔講座の中身についてですが、この１０月から

３月の間で全部で１０回程度を予定しています。

時間としては、参加する生徒は土曜日の午前中

に２時間弱。インターネット環境があるそれぞ

れの家庭で３０名が一緒に講座を受けるわけで

すが、この際に、大学の先生方とやり取りがで

きる環境が整備されています。中身については、

さきほど申し上げたようなテーマで、お互いが

全て英語でやり取りをすることになっています。

バーチャルクラスという名前で呼ばれています

けれども、それぞれディスカッションをしなが

ら自分の考えを深めていくことで、テーマを議

論した後にレポート等も英語で作成し、その後

の事後指導につなげていくことになっています。

森委員、いいですか。（「は木付副委員長

い」と言う者あり）

私は二つの事業について質問します。原田委員

まず概要の４７ページ、盲ろう学校施設整備

事業費です。冒頭、教育長から若干説明があり

ましたが、詳しい状況をお願いします。

続いて、４８ページの支援学校施設整備事業

費についてです。これも同じく第三次特別支援

教育推進計画について進捗状況を教えていただ

きたいと思いますし、ここに書かれていない別

府の４校、別府支援学校、別府支援学校の鶴見

校、石垣原校の統廃合の問題、それと南石垣支

援校の建て直しの件ですが、それもあわせて状

況を説明いただきたいと思います。

また、そこに書いてある空調設備の維持管理

について、具体的にどこを行うのか、説明をお

願いします。

まず、盲ろう学校施設整備佐藤教育財務課長
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事業の進捗状況についてお答えします。

４７ページの事業名欄２番目の盲ろう学校施

設整備事業費、一番上が第三次特別支援教育推

進計画に基づく再編整備で、盲・ろう寄宿舎と

ありますが、現在この盲・ろう寄宿舎を建設す

る底地となる旧点字図書館の解体工事を行って

いて、８月上旬に解体工事が終了する予定です。

新設する寄宿舎の工事は、現在入札公告中で、

８月２１日に開札を予定しています。肉付予算

で計上している、移転するろう学校校舎の実施

設計は、議決後に設計者選定を進める予定です。

その下の空調設備については、全国で一斉に

整備が進んでいるため、機器の確保が遅れてい

て、ろう学校は８月、盲学校は９月に機器搬入

を予定しています。

一番下の盲学校の設備充実については、弱視

に対応するホワイトボードなどの備品の購入を

進めています。

第三次特別支援教育推後藤特別支援教育課長

進計画の進捗状況についてお答えします。

第三次大分県特別支援教育推進計画では、現

在のろう学校の敷地内に一般就労を目指す生徒

の職業教育充実のための高等特別支援学校を新

設し、また、大分市内の知的障がいの特別支援

学校の児童生徒数増加対策として、知的障がい

の特別支援学校を新設する計画としています。

本年度は、現在のろう学校の敷地内に新設する

高等特別支援学校の実施設計を行う予定です。

また、安全・安心な給食を提供するための環境

整備として、中津支援学校に給食施設を整備予

定です。

別府地区の特別支援学校については、障がい

種ごとの教育の充実ですとか、十分な広さのあ

る運動場や体育館整備等の観点から検討を進め

ているところです。第三次大分県特別支援教育

推進計画に基づいて、特別支援学校の再編整備、

給食施設整備等を段階的に進めていきたいと考

えています。

支援学校費の中の新設する佐藤教育財務課長

空調整備の維持管理に要する経費について、具

体的にどこかという御質問です。この事業の対

象となるのは、今年度、未設置教室に整備を行

う別府支援学校石垣原校、南石垣支援学校、宇

佐支援学校、中津支援学校、新生支援学校、大

分支援学校、臼杵支援学校、佐伯支援学校、竹

田支援学校、日田支援学校の１０校、４３教室

を予定しています。

特別支援学校の空調整備については、国の平

成３０年度第１次補正予算を活用し、整備を進

めているところです。ちなみに、新設する空調

設備の維持管理に要する経費７８万円は、整備

が終わった後に必要となる電気代を計上してい

ます。

空調設備のことからお話しすると、原田委員

気になっているのは、実は別府支援学校石垣原

校のことでした。あそこはとても古くて、停止

する場合がある。修理しようにも、部品がない

から修理を受け付けてもらえなかったと、そう

いう声が保護者や先生たちから聞こえてきまし

た。とりわけあそこは病弱の子どもたちが通っ

ていますから、命に関わる問題だと思っていて、

ここを優先的に進めてとの思いを持ったので、

今の質問をしました。

盲学校の学校施設整備事業の進捗状況は、よ

く分かりました。

別府の学校についてなんですが、別府支援学

校については、そこを鶴見校と石垣原校に振り

分けるため、全くもってなくなるわけじゃあり

ませんけれども、本校はなくなるわけで、その

中で、保護者の方、もちろん子どもたちもそう

ですし、先生方もこれからどうなるんだろうと。

なかなか情報が伝わってこないという話が聞こ

えてきます。そこで、これからのスケジュール

などを示す必要があるんじゃないかと思うんで

すが、いかがでしょうか。

大分市内の知的障がい後藤特別支援教育課長

の特別支援学校の児童生徒数が非常に増えてい

て喫緊の課題であるということは、委員も御理

解いただいていると思います。ですので、まず

は計画の前半で喫緊の課題となっている大分市

内の特別支援学校の課題に取り組みます。計画

の後半で別府市内の特別支援学校に取り組むと

考えています。

よく分かります。ただ、具体的に、原田委員
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いつぐらいからやるんだということは示す必要

があるんじゃないかなと思います。決まり次第、

早い段階で示してほしいと思います。以上、要

望です。

教育委員会にお聞きしたいこと、お平岩委員

話ししたいことはたくさんあるんですけれども、

７月補正に絞って質問します。

８３ページの青少年教育施設を活用した不登

校対策事業費については、森委員が今お尋ねし

たので、そういうことなのかと思っていますが、

これは昔あった不登校の子どものハートフル事

業を引き継いでいるのか、その辺りが分かれば

教えてください。

それと、８６ページの豊かな体験活動推進事

業費。私は、これはモデル校を指定して何年か

計画でやるのかなと思ったら、さきほどの教育

長の説明では、２泊３日の宿泊訓練と言われて

いました。それで、手挙げ方式なのか、対象の

子どもはどうなるのか具体的に分かれば教えて

ください。

それから、９３ページの帰国・外国人児童生

徒日本語教育推進事業費についてです。これも

馬場委員が一般質問の中で質問したので、いろ

んなことが分かったんですけれども、私が日本

語が必要な子どものことに取り組み始めた頃に

比べると、対象の子どもの数が増えてきている

のを実感しました。６６名中、まだアプローチ

が届いていないのが１６名いるとあったので、

これからますます増えていくのかもしれないと

思いながら、別府大学と連携してノウハウのあ

る講師を派遣するということですが、何名ぐら

いの方がそれに従事するのかを教えてください。

それから、これはとてもアバウトな質問で失

礼かもしれませんが、日本語を習得するのにい

ろんな条件が必要になってくると思うんですけ

れども、まず、本当に日本語を覚えたい、覚え

なければならないという子どもたちにとって、

どうすることが最も大切なことだと考えている

のか、もし答えられればお願いします。

青少年教育施設を活用した石井社会教育課長

不登校対策事業について説明します。

この事業は、これまで不登校対策事業と言え

ば、教育支援センターの子どもであるとか、あ

るいはフリースクールの子どもたちを対象とし

ていましたが、今回の事業については、小中高

で不登校あるいは不登校傾向にある子どもたち、

今まで網のかかっていなかった子どもたちを対

象として考えています。３０名ぐらいを予定し

ていて、今年は２回のキャンプを九重青少年の

家と香々地青少年の家を使ってやっていこうと

考えています。

事業内容は、さきほど森委員の質問にお答え

した内容となりますが、そういった中で、やは

り地域の方々との交流、具体的に言うと、今年

はそば打ち体験を地域の方々とやる、あるいは

歴史博物館に行って紙すき体験をやるとか、青

少年の家の機能だけではなく、いろんな機能を

使って対応していきたいと思っています。また、

１回目と２回目の間には、教育支援シートを使

って、家庭、学校と連絡を取りながら、継続し

た支援ができるように考えています。

それから、豊かな体験活動推進事業について

ですけれども、この事業は、さきほど平岩委員

がおっしゃったように、今ほとんどの小学校で

は１泊２日で行われている宿泊体験活動を２泊

３日にして、子どもたちが課題を解決するため

に話し合ったり、次の活動にいかせる振り返り

の時間を多く取り入れたりした宿泊体験プログ

ラムを開発、普及させることにより子どもたち

の自己肯定感を高めていきたいと考えています。

今年度は、国の補助金を活用して小学校８校

をモデル校として実施していきたいと考えてい

ます。これについては希望を取って、ほぼ決ま

りつつありますが、希望を取った中からモデル

校を選定して、例えば教科と関連付けたプログ

ラムだとか外部人材を活用したプログラムだと

かを開発して、実践していきたいと考えていま

す。

また、この取組については、やはり先生方に

も深めてほしいことでもあるので、モデル校の

実践については、教職員の研修の場としても使

っていきたい。その中で、宿泊体験活動の有用

性を学んで、新たなプログラムの企画力を身に

付けてもらいたいと考えています。
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また、８校のモデル校での実践を紹介する事

業報告会を行って、県下全域での普及を図って

いきたいと考えています。今年度から約３か年

計画としていて、３年間で多くの体験活動プロ

グラムを蓄積し、大分県版宿泊体験活動の手引

きを作成して、県内小学校での自己肯定感を高

める宿泊体験活動を充実させたいと考えていま

す。

派遣人数の件ですが、永井人権・同和教育課長

本年度実施する帰国・外国人児童生徒日本語教

育推進事業では、８名の日本語指導者を派遣す

る予定です。

次に、子どもが日本語を覚えて使えるように

なるには、どんな課題を克服すればよいのかと

いうことなんですけれども、児童生徒一人一人

の日本語能力を把握し、その子の能力に応じた

日本語指導を実施するため、学校の教職員の日

本語指導能力の向上や体制づくりが課題だと考

えています。その上で、日本語の能力に応じた

個別の指導を行う特別教育課程を組み、生活言

語だけでなく学習言語の習得を目指し、日本語

指導を行う必要があると考えています。

青少年の施設を活用した不登校対策平岩委員

は、その事業に子どもが本当に行き着く、一歩

踏み出すというところからが出発なんだと思い

ますので、ぜひよろしくお願いします。

それから、豊かな体験活動の話を昨日会派で

しているときに、学校の中で豊かな体験はでき

ないのかと言われて、そうだねという話になっ

たんです。こういう事業も大切なんですけれど

も、今学校自体が本当に忙し過ぎる、子どもた

ちが時間に追われている、授業時数が増えて外

国語も入って、朝は小学校は横の帯がずっと延

びた本当に忙しい中で、子どもも忙しいけれど

も先生も忙しい中で、ゆとりをどうやって取り

戻すのかなと私はいつも思うんです。教育長、

何かゆとりが持てるような状況が考えられない

でしょうか、考えを聞かせてください。

それから、外国人児童生徒のことについてで

すが、日本語を習得するのに、学びたいと思っ

ている子どもと、もうきつくて嫌だと、そこか

ら逃げ出したい子どもといろいろあると思うん

ですね。やっぱりそこには自己肯定感を持たせ

ることが本当に必要なことだろうと思いますが、

こういう子どもたちの一番のハードルがやっぱ

り高校入試だと思います。高校入試のときに、

今いろんな配慮をしていただいています。入試

問題にルビを振ったり、時間を延長したりと配

慮はあるんですが、１５歳で入学するときには、

まだ日本語が十分じゃないけれども、入った後、

そこから先に物すごい伸び代があるのが子ども

たちだと思います。他県では入試問題について

すごく改善をしているところもあると思います

ので、ぜひ大分でも。さきほど個人個人としっ

かり向き合って大事にしたいとのことでしたの

で、その辺りも研究をお願いしたいと思います。

平岩委員のおっしゃるよう石井社会教育課長

に、我々はこの事業を構築する上で、教員の多

忙化、それから子どもたちの慌ただしさを考え

た上で、その中でも子どもたちがある程度時間

をかけて仲間と話し合ったり、一緒の体験をし

たり、そういった機会が学校の忙しさにかまけ

て減っているのではないか、豊かな心を持つた

めには、そういった体験がゆっくりとした時間

の流れる中で必要ではないかと考え、この事業

を構築しました。

また、教員の多忙化は、英語の教科化あるい

は道徳の教科化で切羽詰まったところがありま

すが、今回、さきほども申し上げたように、教

科に関連付けた体験活動プログラムとか、それ

から外部人材の方、体験活動の専門家であると

か、そういった方々を活用して、先生方の負担

もできるだけ軽減させながら、より効果的な体

験活動が提供できないかと事業構築しています。

ぜひ子どもたちにも、本当に意義のある体験活

動になるように取り組みたいと思います。

現在学校では、受入永井人権・同和教育課長

れマニュアルあるいは日本語能力チェックシー

トを基にしてパーソナルシートを作成し、それ

ぞれの子どもの夢のある未来に向かって進路を

選択できるように取り組んでいます。また、そ

ういった情報を中学校、高校とで共有しながら

取り組んでいけるように、今後も努力したいと

思っています。
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工藤教育長、何かあれば。木付副委員長

学校の中で体験できないのか、ゆ工藤教育長

とりがないのかとのお話でしたが、正に学校で

もいろんな体験ができるようにと、特に働き方

改革の面でスタッフを入れるとか、いろんな形

で多忙感をできるだけ解消しようと取組を進め

ています。ただ、学校現場においても、この実

体験というものは大変大事なことだと、取組が

いろいろ行われています。私も学校に出向いて

いろいろ視察をしたのですが、ある小学校では、

休み時間に必ず外に出て、子どもたちが全員運

動するという取組を積極的に、健康にも配慮し

ながら、仲間づくりの進んでいる学校もありま

す。工夫の仕方も学校で考えなければいけない

し、我々もいろんな形でサポートすることが大

事かなと思っています。

よろしいですか。（「はい」と木付副委員長

いう者あり）

私からは概要７６ページ、さきほど木田委員

も質問があった、おおいたワールドワイド・ア

カデミー事業費です。通告書前段の質問につい

ては森委員の質疑で内容は分かりましたので省

きます。やはり世界の大学ランキングでトップ

３に名を連ねるスタンフォード、大いに結果を

期待しています。

私からは、後段の教員育成事業費についてお

尋ねします。

予算基本方針の１の（２）に国際バカロレア

認定に向けた調査研究の方針が記載されていま

す。会派代表質問あるいは私の３月の一般質問

でも、バカロレアの関係で質問をしましたが、

今回の英語以外の科目を英語で指導する教員育

成事業というのは、国際バカロレア認定を目指

してのものかをお尋ねします。

国際バカロレアの研究に久保田高校教育課長

向けての動きかについて、お答えします。

現在、英語に関するいろいろな取組を、県教

委でも高校生にいろんな機会を与えて参加を促

しています。専門的な内容を英語で教える教員

の育成は、正に国が推進している国際バカロレ

ア等の動きに対応したものです。今後も認定に

ついては、今回のこの事業を通して研究を重ね

ていきたいと思っています。

国際バカロレア機構によるバカロレアの教員

の認定ですが、英語版のテキストで授業ができ

る、ＡＬＴとチーム・ティーチングができると

いった要件が、教員認定になっています。まず

は教員をしっかり養成できるかどうか、これが

国際バカロレアの認定校になるかどうかに非常

に大きい部分です。現在、全国で４５校が国際

バカロレアの認定を受けていて、５校が公立高

校です。また、九州の３校は全て私立という状

況で、なかなかハードルが高い部分もあります。

まず、教員養成がしっかりできるかということ

で、今回の教員養成で取り組みたいと思ってい

ます。

このバカロレアの認定については、教員養成

以外に、所定のカリキュラムの編成などクリア

すべきものがたくさんあります。こういったこ

とも含めて今後も研究していきたいと思ってい

ます。グローバル化がますます進む中、この国

際バカロレア認定の要件でもある専門的な内容

を英語で教える教員の育成と、これをしっかり

進めていくということを通して子どもたちに英

語でいろんなことを学ぶ機会をしっかり創出し

ていきたいと考えています。

これについては、３月でも質問しま木田委員

したが、県内高校でも特色ある高校づくりをや

りたいという地域要望、バカロレアに関しては

具体的に出されていると思います。その中で、

今回、肉付けとして項目が上げられたことに、

これからの見通しに大きく期待ができるなと受

け止めています。

さきほど４５校で公立はまだ５校だと聞きま

したが、やっぱり中高一貫とか、そういったと

ころで導入が多いようですが、地域の魅力づく

りとして、離島でもバカロレアを認定して魅力

ある高校づくりをやろうという事例もあると思

います。ぜひそういった視点も入れながら、今

後、具体的な取組を期待します。

以上で事前通告者の質疑を終了木付副委員長

しました。

ほかに御質疑のある方は、ページ、事業名を

お示しの上、質疑をお願いします。
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挙手をお願いします。

昨日は通告を出さず、申し訳ありま守永委員

せん。

急な質問ですけれども、一つだけ。概要書の

９８ページ、楽しく学べる博物館づくり推進事

業費についてなんですが、それぞれ歴史博物館、

先哲史料館、埋蔵文化財センターでの様々な整

備の経費等が書いていますが、具体的にどのよ

うな整備をするのか教えてください。

楽しく学べる博物館づくり推進木下文化課長

事業の内容についてお答えします。

国民文化祭の開催、そして全国障害者芸術・

文化祭の開催を契機とした歴史、文化の興味、

関心の高まりを維持するために、最新映像技術

を活用した整備を行うものです。

まず、歴史博物館では風土記の丘ということ

で、ＡＲ――オーグメンテッドリアリティー、

現実世界に別の情報を重ねて表示して利用する

映像の技術ということですけれども、国史跡の

川部・高森古墳群の様子を映像で再現し、施設

内を散策しながら古墳時代を体感するというも

のです。また、富貴寺大堂、熊野磨崖仏のレプ

リカが館内にありますけれども、それに音楽と

融合させた四季折々の風景等を映像としてプロ

ジェクションマッピング技術を用いて投影する

ものも考えています。

次に、先哲史料館ですけれども、大分県出身

の先哲の人物像や功績を紙芝居風に紹介する動

画――映像紙芝居と呼んでいますが、これを作

ります。今年度は福沢諭吉や大友宗麟など４名

を考えています。作成したら、県立図書館１階

のコミュニティスペースで放映したり、先哲史

料館のホームページにアップするなど、授業等

でも活用できるようにしたいと考えています。

最後に、埋蔵文化財センターです。ＶＲ――

バーチャルリアリティー文化財ということで、

タブレット等を使用して、あたかもそこにいる

ような仮想現実世界を体験させるものです。県

内にある古墳の内部等のＶＲ動画を作成して、

動画をユーチューブ等にアップして使えるよう

に考えています。具体的には、別府市の鬼の岩

屋古墳の中、石室の中を映して体験できるとい

うものです。各施設で体験あるいは体感できる

ような展示整備をしていきたいと考えていると

ころです。

そういった映像機器なりソフトを整守永委員

備するという内容なんですが、それは基本的に

はそれぞれの施設に行って見ることになるんで

しょうけれども、先哲史料館の分は、そこでプ

ロジェクターか何かで見るものなんだろうと思

い浮かべたんですが、あとの二つについては、

例えばスマホを使うとか、そういうものになる

のか、それとも専用の映像機器を貸し出してと

なるのか、その辺はどうなんでしょう。

基本的には、歴史博物館、それ木下文化課長

と埋蔵文化財センターにおいては、その場に来

訪いただき、タブレットを貸し出す、あるいは

スマホを使ってゴーグルのようにはめて体験す

ることになります。先哲史料館については、映

像紙芝居というデータを作成してホームページ

にアップするなど、広く使っていただくことを

考えています。

よろしいですか。（「はい」と木付副委員長

いう者あり）

ほかに質疑はありますか。

〔「なし」という者あり〕

ほかに質疑もないようですので、木付副委員長

これをもって教育委員会関係予算に対する質疑

を終わります。

―――――→…←―――――

以上で本委員会に付託された全木付副委員長

議案に対する質疑は終わりました。

―――――→…←―――――

分科会の設置及び付託

本委員会に付託された議案をさ木付副委員長

らに詳細に審査するため、運営要領に基づき、

常任委員会単位の分科会を設置し、審査するこ

ととします。

お諮りします。

分科会の主査及び副主査には、各常任委員会

の委員長及び副委員長をそれぞれ充てたいと思

いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないようですので、そ木付副委員長
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のように決定しました。

本委員会に付託された全議案をお手元に配付

の付託表のとおり、関係分科会に付託します。

分科会は、明２５日及び２６日にお開き願い

ます。

―――――→…←―――――

以上で本日の審査日程は終わり木付副委員長

ました。

次会は、３０日午前１０時から当議場で開き

ます。

これをもって本日の委員会を終わります。お

疲れさまでした。

分 科 会 付 託 表

件 名 付 託 分 科 会

第５２号議案 令和元年度大分県一般会計補正予算（第１号） 総 務 企 画

福祉保健生活環境

商工観光労働企業

農 林 水 産

土 木 建 築

文 教 警 察

第５３号議案 令和元年度大分県林業・木材産業改善資金特別会計補正予
農 林 水 産

算（第１号）

第５４号議案 令和元年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第
〃

１号）


